
資料２ 

 

 

 

第一次十日町市総合計画 

成果報告 

 

 

 

 

 

 

十日町市 

（総務部 企画政策課） 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



＜ 目 次 ＞ 

第一次十日町市総合計画成果報告  

（１）地域に誇りと愛着をもつ創造性豊かな人づくり・・・・・・・・・・・・１ 

（２）雪国文化や地域資源を活かした活力ある産業づくり・・・・・・・・・・６ 

（３）緑豊かな自然環境や雪国の風土と調和した快適な生活環境づくり・・・１０ 

（４）子どもからお年寄りまで安全・安心・元気に暮らせる社会づくり・・・１４ 

（５）人・自然・産業とふれあえる、もてなしの心で迎える体験交流づくり・１８ 

（６）基本構想の実現に向けて・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２０ 

 

 

 

 ～ 各種割合の算出方法と区分表示について  ～ 

 

①達成率の算出方法  

達成率（％）＝（達成状況－基準値）／（目標値－基準値）  

（少数点以下第２位を四捨五入し、同１位まで表示。以下同じ。）  
 

②評価検証の区分表示（凡例）  
    

区分  内  容  

◎  達成率が 100％以上のもの  

○  
達成率がおおむね 50％以上 100％未満を基本に、必要により、達

成状況と他の要因等を踏まえて区分  

△  
達成率がおおむね 50％未満を基本に、必要により、達成状況と他

の要因等を踏まえて区分  

× 達成率が 20％未満のもので、他の要因も勘案して区分したもの  

 

※後期基本計画の達成度報告の評価基準に準ずる内容で評価を行った。  

 

 

 

 



 



第一次十日町市総合計画　成果報告

基本目標

政　　策 担当課 教育総務課、学校教育課

キーワード 評価 総括的な成果・検証 今後の取り組み

H18（％） 目標値 H27

23.5 100 100

H18（％） 目標値 H27

①、② 10 100 50

1

H17（％） 目標値 H27

55.9 90 87.5

H17（％） 目標値 H27

② 7.9 35 38.6

②

(1) 地域に誇りと愛着をもつ創造性豊かな人づくり

①　明日を担う子どもたちを育てる学校教育の充実

主な事業

○妻有焼体験学習事業
○和装教育事業
○とおかまち夢の花プロジェクト
○寺子屋塾事業

第一次総合計画
基本構想

　②全国学力標準検査（NRT）での学力実
態を継続的に分析できるようになり，学
年母集団の推移を把握できるようになっ
た。それにより，より実態に応じた学力
向上対策を推進できるようになった。
　小学校の対策としては、学力実態に応
じて，①学習指導助手の配置による指導
の充実，②寺子屋事業による自主学習の
支援，若手サポート事業や授業力向上研
修等による教員の指導力向上などを実施
してきている。
　中学校の対策としては，宿題どんとこ
い事業，教科回覧板事業，①英語指導力
養成講座等を実施し，実態に応じた支援
策を講じてきた。また，H27は県の学力向
上専門監事業（中学校数学）とも連携し
学力向上に取り組んだ。課題である数
学，英語の学力が徐々に向上してきてい
る。
　これらの取組により，児童の学力が全
国水準を維持している。

　学力実態を分析し，これまで
の取り組みを改善しながら，全
国平均以上の児童の学力を維持
していく。
　グローバル化が進む中，文科
省の英語教育が改訂される。十
日町の未来を担う児童の育成と
いう観点からも，英語教育推進
事業を展開していく。
（基本方針１－政策２）

○

　十日町市の児童生徒の②体力テストの
結果は、年々向上してきており小学校、
中学校とも全国の結果と比較しても、良
好といえる。

　小中一貫教育を通じて、小学
校から課題の見られる種目（５
０ｍ走(短距離走)、握力やハン
ドボール投げ等）に親しむ体育
の工夫などを行い、体力向上を
図っていく。
（基本方針１－政策２）

◎

　各調理場ごとの取組だったものを、推
進委員会を立ち上げて市全体として取り
組むようにした。あわせて地域で地産地
消推進の団体を組織してもらい、連携し
て②地産地消推進に取り組むことができ
た。

　今まで同様の取組を行うとと
もに、生産力の落ちる冬期間の
使用率を上げるために保存方法
を見直すなど改善を行ってい
く。
（基本方針１－政策２）

○

○

　地域の伝統・文化、産業等について学ぶ
ことで、自分の住む地域や十日町市を愛す
る心の育成が進んでいることがうかがえ
る。
　また、②キャリア教育や学力向上が、将
来進みたい道の選択肢を増やすことにつな
がっている。

　今までの取組を検証し、取捨選
択して事業を行う。新たにふるさ
と教材を生かしたふるさと学習な
どを行い、豊かな心の育成の推進
を図っていく。
　また、中学生を対象としたキャ
リア教育を推進し、将来に夢や希
望を持てる生徒のより一層の増加
をはかる。
（基本方針１－政策２）

※赤○の数字は、後期基本計画の施策番号を表す

取り組みの成果

【まちづくりの目標値】
○全国学力標準検査（ＮＲＴ）で全学年・全教科の
平均点が全国平均点以上の学校数（小規模校除く）
・中学校

　学校・家庭・地域・企業・行政が
一体となって、本市の未来を支える
創造性豊かで生きる力にあふれた人
を育成していきます。このため、学
力の向上、豊かな心の育成、健康・
体力づくりに取り組むとともに、情
報化・国際化などに対応した教育内
容の充実に努めます。さらに、自
然・文化・人を活かした独自性・地
域性のある特色ある教育活動を展開
します。

【まちづくりの目標値】
○小中学校新体力テストの種目別全国平均到達率

【まちづくりの目標値】
○学校給食における地元農産物（野菜・ｷﾉｺ）使用割
合

【まちづくりの目標値】
○全国学力標準検査（ＮＲＴ）で全学年・全教科の平
均点が全国平均点以上の学校数（小規模校除く）
・小学校

①学力向上

②健康・体力づ
くり

○小中一貫教育推進事業
○小中学校学習指導研究事業
○学習指導助手設置事業
○学力向上対策事業
○指導力向上推進事業
○外国語指導指導助手設置事業

○体力向上を目的にした「１学校１
取組事業」の継続
○学校給食地産地消推進事業

③特色ある教育
活動（豊かな心
の育成）

【参考指標】
○住む地域や十日町市が好きと思う児童生徒の割合
　・小学３～６年生　(H25) 95.6％ (H27) 97.2％
　・中学生　　　　　(H25) 90.9％ (H27) 89.6％

○将来の夢や希望を持っている児童生徒の割合
　・小学６年生　(H19) 79.8％ (H27) 87.4％
　・中学３年生　(H19) 71.2％ (H27) 72.2％



第一次十日町市総合計画　成果報告

H17（％） 目標値 H27

0.46 0.2 0.49

H17（％） 目標値 H27

① 2.47 1.5 4.33

2

①

③

H22（％） 目標値 H27

③ 60 100 94.9

※評価：第一次総合計画基本構想の達成度見込。まちづくりの目標値が、前期基本計画と後期基本計画共通の指標は通期で算定。
　　　　◎…達成率が100％以上
　　　　○…達成率が50％以上100％未満
　　　　△…達成率が20％以上50％未満 　
　　　　×…達成率が20％未満
　　　　－…計測不能

○市立ふれあいの丘支援学校整備
　（共生の理念に基づき）
○教育支援員設置事業

○十日町市における望ましい小・中
学校の在り方に関する方針
（H22.2）
○小学校施設整備事業
○スクールバス整備事業

　また、社会性を育む児童生徒指導
や不登校対策の充実と、特別支援教
育の推進や安全・安心な学校づくり
に取り組むとともに、学校規模の適
正化や施設の計画的な整備に努めま
す。

④施設の計画的
な整備

○

【まちづくりの目標値】
○不登校児童生徒の割合
　中学校
　※病気や経済的理由以外で１年間に30日以上欠席

①不登校対策

　小学校では、ほぼ横ばい、中学校では
増加傾向にある。不登校の要因は複雑、
多岐にわたるが、①相談員やスクールカ
ウンセラーとの相談やにこやかルームで
の支援、別室登校学習支援員などの配置
により、より多様な児童生徒を受け入れ
ることができた。今後、より専門的な立
場で児童生徒、保護者に対応するために
臨床心理士やスクールソーシャルワー
カー等の活用が必要である。

　保育園、認定こども園と小学
校の連携、小・中一貫教育によ
り、児童生徒の社会性を育てて
いく。併せて、個別に支援が必
要な子ども、保護者に対してき
め細やかな支援を行っていく。
また、ケースに応じて学校、臨
床心理士、スクールカウンセ
ラー、相談員、児童相談所、関
係課とチームを組んで、組織的
に対応していく。
（基本方針１－政策２）

【まちづくりの目標値（後期基本計画）】
○小中学校施設の耐震化率

○適応指導教室事業
○自立支援推進事業
○小中一貫教育推進事業（再掲）

②特別支援教育
の推進

③学校規模の適
正化

○小中学校施整備（耐震化等）事業
○中学校施設整備事業
○学校給食施設改修事業

○H25.4月、ふれあいの丘支援学校開校
　当市における特別支援教育のセンター（中心）と
　して学校運営を実施

○上記のほか、普通校での特別支援学級等に教育支
　援員を配置し、該当児童生徒の教育環境を維持・
　充実

○

　①ふれあいの丘支援学校の整備ととも
に、教育支援員を配置し、一人一人の障が
いに応じた適切な指導ができるよう努め
た。
　あわせて、①教育センターによる特別支
援教育に関する研修を充実させ、教員の能
力向上を図ってきた。

　今後も引き続き、ふれあいの丘
支援学校をセンターに位置づけつ
つ、特別支援教育の一層の充実を
図る。
　具体的には、センターとしての
ふれあいの丘支援学校と、各小中
学校の支援学級との連携・連絡を
密にしての教員等の相互のスキル
アップなど、相乗作用を取り込み
ながら、障がいに応じた適切な指
導を実施する。
　あわせて、「共生の教育」の理
念のもと、支援を要する児童生徒
が夢と希望をもって成長できる環
境づくりに一層努める。
（基本方針１－政策２）

【参考指標】
○複式学級のある学校数
　・小学校(H21)８校⇒(H27)7校
　・中学校(H21)０校⇒(H27)0校

○

③市の方針（保護者・地域意思の尊重）の
もとでは、順調に解消に向かっていると考
える。平成29年度より倉俣小学校が田沢小
学校へ統合となり複式学級のある学校数が
さらに１校減少する。他１校でも統合の検
討が進められている。

市の方針に基づいて統合の検討を
する学校へは情報提供等を行って
いく。また、住民との話し合いを
重ねながら、今後も学校規模の適
正化に向けて推進していく。
（基本方針１－政策２）

　昭和56年度以前に建築された校舎及び
屋内体育館の耐震診断を実施し、その結
果に基づき、学校施設の③耐震化工事を
進めてきたが、概ね計画通りに実施でき
た。③H28年度末には必要な施設は全て完
了見込みである。

　校舎及び屋内体育館の耐震化
工事の早期完了を進め、引続
き、屋内体育館・柔剣道場等の
吊り天井等の非構造部材の耐震
化（落下防止対策）工事を実施
し、施設の防災機能の強化を図
る。
（基本方針１－政策２）

【まちづくりの目標値】
○不登校児童生徒の割合
　小学校
　※病気や経済的理由以外で１年間に30日以上欠席

×
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基本目標

政　　策 担当課 生涯学習課

キーワード 評価 総括的な成果・検証 今後の取り組み

⑦

⑦

H17（％） 目標値 H27

⑥、⑦、⑨ 2,400 3,000 3,369

3

H17（人） 目標値 H27

20,500 24,000 27,181

H17（冊） 目標値 H27

⑥、⑧、⑨ 185,000 225,000 272,950

※評価：第一次総合計画基本構想の達成度見込。まちづくりの目標値が、前期基本計画と後期基本計画共通の指標は通期で算定。
　　　　◎…達成率が100％以上
　　　　○…達成率が50％以上100％未満
　　　　△…達成率が20％以上50％未満 　
　　　　×…達成率が20％未満
　　　　－…計測不能

(1) 地域に誇りと愛着をもつ創造性豊かな人づくり

②　豊かな生き方と地域をつくる社会教育の推進

○森の学校（企画展、体験イベン
ト）事業
○通学合宿事業

○各地域生涯学習事業
○国際交流活動支援事業

第一次総合計画
基本構想

　社会環境の変化や市民の学習ニー
ズの多様化・高度化などに対応し、
だれもが生涯にわたって自主的・自
発的に学習できる機会が得られ、ま
た、市民一人ひとりが自分の地域を
学び、まちづくりに参加する力を育
むことで、生きがいのある人生を送
ることができるよう社会教育の推進
に取り組みます。
　このため、多様な学習プログラム
の開発や学習内容の充実、指導者の
育成、社会教育環境の整備などに努
めます。

④社会教育環境
の整備

③指導者の育成

主な事業

①多様な学習プ
ログラムの開発

②学習内容の充
実

○各地域生涯学習事業

○情報館運営、資料購入
○プラネタリウム事業
○はぐくみのまちづくり運動推進事
業
○青少年育成活動

取り組みの成果

・地域の暮らしや伝統文化の伝承をテーマ
とする事業については、地域の方の協力を
得ながら、地域で子どもを育てる視点に
立った展開がされた。
・自然体験に関わる事業については、⑥・
⑨地区の育成会との共催事業も含め、多種
多様なプログラムを実施。家族も一緒に参
加できる事業も多く、親子や家族のふれ合
いの場にもなった。
・近年は、⑥・⑦・⑨スノーシューによる
自然観察や信濃川のラフティングなど、新
しいスタイルでの自然の楽しみ方が増え、
市内でも体験できる機会が徐々に増えてき
た。
・少子化が進む中においても、参加者数が
増加しており、体験事業の有効性が徐々に
認められているものと考える。

・子どもたちの豊かな心や社会性
を養い、生きる力をはぐくむため
には、学校、家庭、地域が連携
し、社会全体で取り組むことが不
可欠とされる。これを具体化する
ため、公民館、キョロロなどの社
会教育施設を中心としながら、関
係機関、団体との連携をより一層
強化し、様々な体験事業を継続し
て実施する。
（基本方針２－政策４）

◎

◎

【まちづくりの目標値（後期基本計画）】
○情報館・図書館分室の利用状況
・利用者数

Ｈ19年度の①利用者数19,145人、②貸出冊
数195,902冊と比較し、Ｈ27年度はそれぞれ
①8,036人増（42.0％増）、⑧②77,048冊増
（39.3％増）となっており、人口の漸減の
中にあって着実に成果を上げ、目標値を上
回った。
Ｈ22、23年度に民間事業者に図書館業務の
一部委託し、課題を乗り越えながら、Ｈ24
年度から指定管理者制度に移行して４年目
となるが、図書館運営が軌道に乗り、利用
者サービスの向上に専念できるようにな
り、⑨専門知識とノウハウが蓄積されてき
たことが要因となって、大きな成果に繋
がったものと考えられる。また、魅力的あ
る建築デザインにより、平成27年に映画の
ロケ地に選ばれたことから、市内外から見
学者・利用者が増加し、関係するイベント
も開催されるなど、交流の拠点としての新
たな要素が付加された。

平成28年４月に策定された「十日
町市子ども読書活動推進計画」の
主要な実施団体としての役割を果
たしていく。具体的には、保育
園・認定こども園・小中学校・読
み聞かせ団体等と連携や、図書
サービスのアウトリーチ、学校図
書館等への支援を行う。
また、新しい市民文化ホール・中
央公民館の建設を通して、多様化
する市民ニーズへ対応できるよ
う、学習活動の拠点づくりや環境
整備を行っていく。
（基本方針２－政策４）

【まちづくりの目標値（後期基本計画）】
○情報館・図書館分室の利用状況
・貸出冊数

【まちづくりの目標値（後期基本計画）】
○子どもたちの体験事業（教育委員会主催）への参加
者数



第一次十日町市総合計画　成果報告

基本目標

政　　策 担当課 文化財課、生涯学習課

キーワード 評価 総括的な成果・検証 今後の取り組み

H17（人） 目標値 H27

⑪　 17,700 29,000 38,892

H17（入場者） 目標値 H27

4

1,400 1,900 1,400

H21（出品者） 目標値 H27

⑩ 212 230 216

※評価：第一次総合計画基本構想の達成度見込。まちづくりの目標値が、前期基本計画と後期基本計画共通の指標は通期で算定。
　　　　◎…達成率が100％以上
　　　　○…達成率が50％以上100％未満
　　　　△…達成率が20％以上50％未満 　
　　　　×…達成率が20％未満
　　　　－…計測不能

(1) 地域に誇りと愛着をもつ創造性豊かな人づくり

③　豊かな人間性を育む芸術・文化の振興

第一次総合計画
基本構想

○遺跡調査発掘事業
○火焔の都整備事業
○博物館リニューアル事業
○国宝、縄文文化発信事業
○市指定文化財の指定・継承

◎

地域に誇りと愛着をもつ創造性豊かな人づ
くりを基本目標とし、施策を展開してき
た。具体的には、⑪国宝笹山遺跡火焔型土
器をはじめ、多くの歴史遺産、きものや雪
を活用した祭りに関する事業などを行い、
独自の文化・伝統を大切に保存し、次世代
への継承を行った。また、各文化施設を核
として様々な活動を展開してきた。⑪関連
事業である火焔の都整備事業については、
計画通りの進捗がはかられていないが、国
宝発信事業などのソフト事業の進展もあ
り、入館者増につながったものと考えられ
る。

今後も各文化施設を核として様々
な事業を展開し、関連事業との密
接な連携をとりながら、入館者増
がはかれるよう取り組んでいきた
い。
また、新博物館の建設等、施設・
環境の整備を行い、縄文文化・織
物文化等、十日町の誇る文化の魅
力を発信していく。
（基本方針２－政策４）

・出品者数、出品点数については、全体で
みれば大幅な減はないが、部門別にみると
出品者数が減少している部門がある。
・⑩高校への働きかけを行ったため、書
道、現代美術、写真部門については高校生
の出品が増えた。
・入場者数については減少の傾向がみられ
る。季節柄、天候に左右されることもある
が、近年様々なイベントが増えて日程が重
なるのも一つの要因となっている。

定期的な県展の誘致を行い、市民
が上質な作品に触れる機会を作る
とともに、創作意欲の向上を目指
す。また、高校の美術部、書道
部、写真部へ出品の働きかけを続
け、若者層の出品、入場者数の増
加を目指す。
市美術展の開催は、平成30年度か
ら会場が新しい市民文化ホールへ
と変更となるため、より多くの方
に来場してもらえるよう、展示方
法等について検討していく。今後
は、その市美術展の開催をはじ
め、市民文化ホールが文化芸術活
動の拠点として、多くの市民が集
う空間となるような仕組みを考え
ていく。
（基本方針２－政策４）

×

△

取り組みの成果

○市美術展の入場者数

【まちづくりの目標値（後期基本計画）】
○市美術展の出品者数

【まちづくりの目標値（後期基本計画）】
○文化財関連施設の入館者数
　（博物館・松代郷土資料館・松之山郷民族資料館）①歴史遺産・文

化・伝統の保存
と継承

　国宝笹山遺跡火焔型土器をはじめ
多くの歴史遺産、きものや雪を活用
した祭り、むこ投げ・すみ塗りと
いった伝統行事など独自の文化・伝
統を今後も大切に保存し、次世代へ
継承します。
　また、芸術文化のかおるまちづく
りを目指して協働で展開した石彫シ
ンポジウムなどの芸術文化活動は、
市民の生きがいや感性を高め、心豊
かな人間性を育む大きな力です。こ
のため、今後もこのような芸術文化
活動を奨励し、団体などの活動支援
と連携を図ります。

②芸術文化活動
の奨励と支援

主な事業

○市民文化ホール・中央公民館建設
事業
○市民活動センター・まちなか公民
館整備
○文化・芸術団体の活動支援



第一次十日町市総合計画　成果報告

基本目標

政　　策 担当課 スポーツ振興課

キーワード 評価 総括的な成果・検証 今後の取り組み

⑫、⑬

⑫、⑬

③指導者の育成 H17（人） 目標値 H27

④効率的な管理
運営体制

327,000 430,000 393,218

5

※評価：第一次総合計画基本構想の達成度見込。まちづくりの目標値が、前期基本計画と後期基本計画共通の指標は通期で算定。
　　　　◎…達成率が100％以上
　　　　○…達成率が50％以上100％未満
　　　　△…達成率が20％以上50％未満 　
　　　　×…達成率が20％未満
　　　　－…計測不能

◎ 〇 △ ×

4 7 1 2

(1) 地域に誇りと愛着をもつ創造性豊かな人づくり

④　心と体をつくるスポーツの推進

基本目標名

（１）地域に誇りと愛着をもつ創造性豊かな人づくり

項目数　計：14

評価区分

○指導者育成事業

　
⑫○十日町・川西地域体育施設の指定

管理　　　　　　　　 ⑬

スポーツ健康都市宣言「楽しもう
スポーツ、つくろう健康」のもと
生涯スポーツの推進に取組む。年
代を問わず「誰でも」「いつで
も」「どこでも」スポーツや運動
が出来るように、核となる陸上競
技場、総合公園野球場、当間多目
的グラウンド、吉田クロスカント
リーコース、中里体育館で全国規
模の大会やプロスポーツ大会の誘
致を行う。２０２０東京オリン
ピックパラリンピックに向けて、
クロアチアホストタウン事業を実
施し、市民を巻き込んで活力ある
元気な街づくりを目指す。オリン
ピックの事前キャンプにはサッ
カー、陸上、柔道、卓球の４競技
を掲げているので関係団体と連携
協力しながら合宿実現につなげた
い。
（基本方針２－政策４）

○

十日町市陸上競技場は魚沼地域唯一の第２
種公認競技場として「長距離カーニバル」
や小中高の各種大会を開催している。⑬吉
田クロスカントリー競技場も冬季国体を実
施し国際スキー連盟公認のクロスカント
リーコースとなった。さらに、⑬当間多目
的グラウンド整備によりクロアチアピッチ
はスタンド、トイレ、駐車場の整備を行
い、⑫なでしこリーグ開催や代表選手の合
宿が行われるようになった。また、統合型
地域スポーツクラブの⑬ネージュスポーツ
クラブから認定指定管理者制度により１１
施設を、ＮＰＯ法人ほほえみからは川西地
域の３施設を管理している。市の目指す見
るスポーツスポーツ交流は着実に浸透し体
育施設利用者数も伸びている。しかし、結
果として目標数値には至らなかった。

①気軽に運動や
スポーツに参加
できる環境づく
り

②全国大会等の
誘致、スポーツ
交流

【まちづくりの目標値（後期基本計画）】
○スポーツ交流人口を含めたスポーツ施設の利用者数

　最近のスポーツは、競技・健康・
見る・支えるスポーツと多岐にわ
たっており、市民が気軽に運動やス
ポーツに参加できる環境づくりに努
めます。また、全国大会などの開催
を通じて、見る楽しさや意識の高
揚、交流の拡大、地域との連携を図
ります。
　このため、市民の健康維持や体力
づくりはもとより、指導者の育成や
スポーツ教室の開催などを推進しま
す。合わせて、スポーツ交流やイベ
ントの開催・誘致を積極的に行いま
す。体育施設については、利便性を
高めるための整備を推進するととも
に、効率的な管理運営の体制づくり
に努めます。

第一次総合計画
基本構想

取り組みの成果

○吉田クロスカントリー競技場整
備・活用
（国体スキー大会、全日本スキー大会）

○当間多目的グラウンド整備事業
○クロアチアピッチ整備・活用
（なでしこリーグ開催、J1チームキャン

プ等）

主な事業

○中里体育館建設事業
○各地域体育施設維持管理・改修事
業
○各地域スポーツ振興事業
○学校体育施設開放事業
○スポーツコミッション設立
○統合型地域スポーツクラブ育成事
業



基本目標

政　　策 担当課 農林課・産業政策課

キーワード 評価 総括的な成果・検証 今後の取り組み

H21（ha） 目標値 H27

3,228 3,268 3,241

H21（ha） 目標値 H27

⑭、⑲ 1,910 1,940 1,947

H17（人） 目標値 H27

283 395 463

H17（ha） 目標値 H27

2,051 3,570 2,846

H17（％） 目標値 H27

6

⑮ 28.7 49.9 39.9

H17（％） 目標値 H27

84.2 95.0 80.8

H17（人） 目標値 H27

32 60 53

H17（ha） 目標値 H27

58.2 450 306.1

H21（人） 目標値 H27

⑯ 266 300 241

【まちづくりの目標値（後期基本計画）】
○認定農業者に農地集積された面積、集積率

【まちづくりの目標値（後期基本計画）】
○コシヒカリの１等米比率

○関係機関と連携した情報提供・技
術指導の徹底（特に前年１等米比率
の低い地区）
○環境保全型農業直接支援対策事業
○有機農業支援事業
○川西有機センター堆肥保管庫建設
等事業
○市独自のエコファーマー表示シー
ル作成

　今後も１等米比率を、産地強化
の重要な指標に位置づけ、比率向
上への取組を進める。
　主に外観検査で分類される米の
検査等級に加え、「食味」「安全
性」など消費者が求める指標を適
宜組み合せながら、市内産米の品
質向上への取組を進め、ブランド
力の強化につなげていく。
（基本方針２－政策２）

【まちづくりの目標値（後期基本計画）】
○新潟県特別栽培農産物認証米の生産者数、栽培面積

【まちづくりの目標値（後期基本計画）】
○エコファーマー認定者数

・20年産の県認証録者数は37人、栽培面積
が278.59haでしたが、その後生産者数、栽
培面積ともに増加している。
　登録状況は、生産者数は23年産から横ば
いで推移していますが、栽培面積は23～24
年産をピークに、27年産は306.18haに減少
している。

・高齢化等により、エコファーマーの再認
定の更新をしない農業者が多い。認知度が
低く、メリットが少ないため農業者にとっ
て魅力のない制度となっている。

・30年産に向けた「需要に応じた
米生産」に対応するため、産地戦
略として減農薬・減肥料栽培を推
進し、より安心・安全な米作りを
行うことで一般の主食用米と差別
化を図ります。これにより、商品
の高付加価値化や新たな販売ルー
トの開拓を押し進め、農業者の所
得向上並びに、認証制度の参加者
及び取組面積の増加につなげる。

・認定農業者や新規就農者に対し
て、環境保全型農業と合わせて引
き続き、制度周知に取り組み、農
業の担い手づくりの支援を行って
いく。
（基本方針２－政策２）

(2) 雪国文化や地域資源を活かした活力ある産業づくり

①　産地間競争を勝ち抜く農林業の振興

第一次総合計画
基本構想

取り組みの成果

【まちづくりの目標値（後期基本計画）】
○水田の整備(2) 30a以下の整備済面積

【まちづくりの目標値（後期基本計画）】
○認定農業者数

【まちづくりの目標値（後期基本計画）】
○水田の整備(1) 30a程度の整備済面積

主な事業

○県単農業農村整備事業
　（川治下原田地区等）

○県営中山間地域総合整備事業
　（清津里山地区）

○県営農地環境整備事業（当間地
区）

○中山間地域等直接支払交付金事業

○農業経営体等育成継続対策事業
○市単水田利活用自給力向上事業
○新規就農総合支援事業
○「人・農地プラン」づくり

平場地域を中心とする農業の生産基盤事業
から、近年、⑭・⑲市内のほ場整備の中心
は地形的な制約の大きい、中山間地が主体
となってきている。そのため、30a区画の面
積の大きなほ場確保が難しいことから、目
標の達成に至らなかった。しかし、30a以下
のほ場整備事業においては、着実な事業の
実施により、目標を達成することができ
た。

平場農地の一次整備はほぼ完了し
ていることから、今後は大規模経
営を行っている担い手組織や関係
する土地改良区と連携し、さらな
る農地の大区画化推進に取り込
む。また、引き続き、中山間地域
においてほ場整備事業を推進し、
農地の整備に努めていく。
（基本方針２－政策２）

◎

①農業生産基盤
の整備

△

○

④安全・安心な
食料生産、資源
循環型農業

×

○
③「魚沼産コシ
ヒカリ」ブラン
ドの維持・強化

　近年の温暖化傾向により、高品質米の安
定生産が難しくなていることから、適正な
生育目標に従い、基本技術の確実な実践が
品質向上に必要であることを、⑯栽培指導
会や広報紙・看板・メールマガジン等を通
じてきめ細かく働きかけてきた。また１等
米比率は、旧市町村別の地域間格差が大き
いことから、⑯地区ごとに土づくり・肥培
管理等の課題を設け、毎年の検査結果を翌
年の指導に活かすなどの活動も行ってい
る。
　さらに、良食味米の産地間競争が全国的
に激化していることから、魚沼のトップブ
ランドを維持するためにも、指標としての
１等米比率向上のための活動を一層拡充す
る必要がある。

◎

認定農業者数について、26年度までは大幅
な増加が無く推移していたが、最終年度は
127名の増加があり、目標値を大幅に上回る
結果となった。これも農業経営基盤の強化
の促進に関する基本的な構想に示されてい
る目標へ向かい、⑮市単の水田利活用自給
力向上事業を含めた様々な補助事業の周知
を含めた確保対策の結果となった。

計画の達成率は伸びているが、集積は思う
ように進んでいないのが現状である。しか
し⑮認定農業者数の増加と共に集積は進ん
できている。

引き続き新規認定農業者の確保対
策を実施するが、今までの対策方
法の見直しも行う。
また、今後の認定農業者確保対策
による新規認定農業者数増加のた
め、集積において増えていくこと
が見込まれる。集積率の上昇を目
指していく。
（基本方針２－政策２）

　農業生産基盤を整備しつつ、認定
農業者の育成や生産組織の法人化、
堆肥などによる土づくりを進め、日
本一の良質米「魚沼産コシヒカリ」
などの産地としてブランドの維持・
強化を図り、産地間競争を勝ち抜く
「売れる米づくり」を目指します。
　また、近年生産量が増えている花
卉やきのこ類をはじめ、野菜、山菜
など付加価値の高い農林産物の生産
や、雪や温泉などを活用した新たな
生産技術の開発、地元農林産物を活
かした新しい加工品の開発などを促
進し、農業経営の複合化・安定化及
び産地づくりを図ります。
　一方、消費者ニーズに応える減農
薬・減化学肥料栽培、有機栽培によ
る安全・安心な食料生産や資源循環
型農業を一層推進していくととも
に、学校給食への地元産農産物の供
給拡大などにより地産地消の取り組
みを進めます。また、農業体験事業
の促進や生産者と消費者とを直結す
るインターネットの活用などによる
流通・販売体制の強化を図ります。

②認定農業者の
育成・生産組織
の法人化

△



H21（ha） 目標値 H27

⑯、⑰ 0.5 10 2.1

H17（％） 目標値 H27

②、⑰ 7.9 35 38.6

7

H21（％） 目標値 H27

⑰ 9 12 26

※評価：第一次総合計画基本構想の達成度見込。まちづくりの目標値が、前期基本計画と後期基本計画共通の指標は通期で算定。
　　　　◎…達成率が100％以上
　　　　○…達成率が50％以上100％未満
　　　　△…達成率が20％以上50％未満 　
　　　　×…達成率が20％未満
　　　　－…計測不能

営業戦略係設置後は単に物産展への出店に
よる「知名度の向上」だけではなく、
「ファンづくり（顧客の囲い込み）」を行
うための接点づくりを目的として、参加す
るイベントやイベントへの出店の仕方を精
査した。⑰交流都市のほか首都圏の民間企
業等とも連携するなど、他の自治体との差
別化を図った手法で、他の自治体のモデル
とされるケースも出てきている。

引き続き「ファンづくり（顧客の
囲い込み）」のための接点づくり
を目的とした取組を進める。ま
た、PRイベントなどにおいても首
都圏等の販路先とも連携をするこ
とで、ファンと販路先をつなぎ、
特産品の継続的な売上に結び付け
ていく。
（基本方針２－政策２、３）

　各調理場ごとの取組だったものを、推進
委員会を立ち上げて市全体として取り組む
ようにした。あわせて地域で地産地消推進
の団体を組織してもらい、連携して地産地
消推進に取り組むことができた。

　今まで同様に、推進委員会を通
じて市全体としての取組を行って
いく。生産力の落ちる冬期間の使
用率を上げるために保存方法を見
直すなど改善を行っていき、安定
的な地産地消の取組を推進してい
く。
（基本方針２－政策２）

○６次産業振興事業
○冬期アグリビジネスチャレンジ事
業
○複合営農促進事業（市単）

○地産地消推進事業

　米粉用米の作付面積は、平成23年の5.7㏊
をピークに減少傾向にあったものの、平成
25年からJR東日本との共生策による取組が
始まり、平成26年からは2.0㏊程の作付面積
で推移している。⑯・⑰消費者の需要との
結び付きが米粉用米の生産面積維持に繋
がった。
　米粉用米面積は国へ作付計画の申請、収
穫量報告、毎月の使用量報告が必要となる
ため、市内には実際に米粉を使用していて
も、報告していない事例もあり、実際の生
産面積は、より多いことが考えられる。

　従来通り、米粉用米として生産
された米の使用量とともに、一般
の主食用米などから米粉パンや学
校給食等に使われている米粉があ
ることから、全体的な米粉の使用
量を把握し、使用の拡大に努め
る。米粉の使用拡大によって、作
付比率を主食用米偏重から新規需
要米との適切な組み合わせに誘導
し、米の有利販売を推進していき
ます。
（基本方針２－政策２）

○地域農産物ブランド化事業
○ふるさと名物商品（十日町産コシ
ヒカリ）事業

◎

△

⑥地産地消

【まちづくりの目標値（後期基本計画）】
○米粉米の作付面積

【まちづくりの目標値（後期基本計画）】
○特産品の市外へのＰＲイベント参加数

【まちづくりの目標値（後期基本計画）】
○学校給食における地元農産物（野菜・ｷﾉｺ）使用割
合

　農業生産基盤を整備しつつ、認定
農業者の育成や生産組織の法人化、
堆肥などによる土づくりを進め、日
本一の良質米「魚沼産コシヒカリ」
などの産地としてブランドの維持・
強化を図り、産地間競争を勝ち抜く
「売れる米づくり」を目指します。
　また、近年生産量が増えている花
卉やきのこ類をはじめ、野菜、山菜
など付加価値の高い農林産物の生産
や、雪や温泉などを活用した新たな
生産技術の開発、地元農林産物を活
かした新しい加工品の開発などを促
進し、農業経営の複合化・安定化及
び産地づくりを図ります。
　一方、消費者ニーズに応える減農
薬・減化学肥料栽培、有機栽培によ
る安全・安心な食料生産や資源循環
型農業を一層推進していくととも
に、学校給食への地元産農産物の供
給拡大などにより地産地消の取り組
みを進めます。また、農業体験事業
の促進や生産者と消費者とを直結す
るインターネットの活用などによる
流通・販売体制の強化を図ります。

⑦流通・販売体
制の強化

◎

⑤農業経営の複
合化・安定化
（新たな生産技
術・加工品等）



基本目標

政　　策 担当課 産業政策課

キーワード 評価 総括的な成果・検証 今後の取り組み

H21（件） 目標値 H27

3 4 4

H21（品） 目標値 H27

㉑、㉓ - 3 9

8

H21（社） 目標値 H27

㉑、㉓ 5 10 5

H20（数） 目標値 H27

⑳ 527 540 455

④地場産業の育
成

H21（社） 目標値 H27

170 300 187

△

零細・個人事業主を中心に、⑳後継者不足
や技術進化等の環境変化に伴う廃業が進ん
だものと思われる。
平成21年から平成26年で86件・15％以上減
少。

繊維工業が24％以上減少している
一方、食料品製造業が15％以上増
加するなど、産業構造が変化して
いる。
従業者数の推移と合わせて、動向
を分析したうえで施策を企画・実
施していく。
（基本方針２－政策３）

⑤企業誘致の促
進

　９年間で28の事業所が指定を受け、雇用
は274人増加している。指定企業からは企業
設置奨励条例があるため、設備投資や雇用
の増加に向かう事ができると評価をいただ
いているため、本事業を継続し、雇用の拡
大に繋げていきたい。

　市内地域経済の実情を勘案し、
平成28年度から対象業種の追加、
増加常用従業員数の小規模企業者
枠の追加、事業用地取得費・造成
費の対象期間の拡大を行った。今
後も事業の検証を行いながら、地
域産業の振興と雇用機会の増大を
図る。
（基本方針２－政策３）

多様化が進む消費者ニーズに的確
に対応した売れるものづくりを進
めるため、今後も新たな取組みに
チャレンジする事業者を支援す
る。また、事業の周知に努め、事
業の活用を促していく。
6次産業等支援事業補助金等を活用
し、新商品開発への支援を引き続
き行うほか、販路を拡大する取組
に対しても支援し地域資源を活用
した産業の振興を図る。
（基本方針２－政策３）

△

　㉑・㉓要綱が制定された平成21年からの
７年間の平均は8.9件となり、企業の自社製
品・技術の販路拡大に繋がった。しかし、
平成24年からは徐々に件数が減少している
ことから要綱の見直しも必要である。

　申請件数が減少していることを
勘案し、平成28年度から①展示会
等出展支援事業については販売を
伴うものも対象とし、②電子商取
引サイトの立上げや③電子商取引
サイトへの出店に対しても支援の
対象とした。今後も事業を検証し
ながら企業の販路拡大を促進させ
る。
（基本方針２－政策３）

◎

◎

・㉑新商品等開発支援事業の９年間の合計
採択件数としては26件となった。この間、
継続的に企業から申請が上がってきてお
り、企業の新たな取組みの後押しとして効
果的な事業である。

・㉑・㉓地域ブランド構築事業による湯治
豚、十日町火焔タンタン麺、かぐら南蛮パ
ウダーなどの新商品の開発が行われた。特
に、H27年度に開発された「かぐら南蛮パウ
ダー」は生産が追い付かないほどの売れ行
きとなるなど、当市の名物となるような商
品を開発することが出来た。

○

③経営基盤の強
化

【まちづくりの目標値（後期基本計画）】
○新商品等開発支援事業採択件数

○新商品等開発支援事業
○地域商社商品開発プロジェクト
○産官学スキルアップ推進事業

○地域商社機能構築事業
○販路拡大助成事業
○シティプロモーション事業
○十日町市カタログギフト事業
○十日町市名物認証制度

○ものづくり力支援事業
○各種制度融資事業（中小企業振興資
金等）

【まちづくりの目標値（後期基本計画）】
○企業設置奨励条例に基づく新規雇用者数

※企業設置奨励条例に基づく新規雇用者数の達成状況ｂ
はゼロからの積上げのため、達成率の計算式をｂ/ｃと
した。

(2) 雪国文化や地域資源を活かした活力ある産業づくり

②　活力と創造性のある商工業の振興
③　地域の未来を託せる産業の創出と雇用拡大

第一次総合計画
基本構想

取り組みの成果

【まちづくりの目標値（後期基本計画）】
○地域ブランド構築事業による新商品開発

②流通・販売体
制の強化

①新商品の開発

主な事業

○十日町織物振興事業
○企業設置奨励事業
○産業育成資金
○㈱スタックスの誘致
○ＪＲ東日本（すこやかファクトリー

の誘致）

○ホワイトデータセンター立地支援
事業

②きもの産業を中心とした製造業の
振興を図るため、消費者ニーズに
あった新商品の開発、新分野への展
開、流通・販売体制や経営基盤の強
化、人材の確保・育成などを支援す
るとともに、高度な技術力やアイ
ディアを活かした新たな事業展開や
起業支援に努めます。
　大型店や郊外型店の出店により苦
戦を強いられている中心商店街や周
辺商店街の賑わいを創出し、競争力
の強化を図ります。また、商業者や
商業関係団体と連携し、個店や商店
街の魅力アップにつながる独自性の
ある顧客サービス、交流機能の強
化・拡充、経営基盤の強化、イベン
ト開催、経営支援などのソフト対策
と商店街整備などのハード事業を一
体的に推進します。

③安定した雇用の場の確保と若者の
定着を図るため、地場産業を育成す
るとともに、雪や農業、きものなど
の地域資源を活用した新たな産業の
創出を進めます。また、企業の経営
基盤の強化や人材の確保に努めま
す。
　企業誘致の促進に向けた条件整備
や新規起業の支援環境の整備などを
進めつつ、ベンチャー企業、バイ
オ・ナノテクノロジー、リサイクル
産業、環境・新エネルギー産業、Ｉ
Ｔ産業、福祉関連産業などの誘致・
育成を積極的に展開します。さら
に、産学官連携や異業種間交流によ
る新製品・新技術の開発、新産業の
創出などを推進します。
　また、積極的な企業訪問や情報収
集により雇用状況や職場実態を把握
するとともに、雇用環境改善のため
の支援制度の充実に努め、魅力ある
職場環境づくりを支援します。

【まちづくりの目標値（後期基本計画）】
○製造業事業所数

【まちづくりの目標値（後期基本計画）】
○販路拡大助成事業申請数



H21（件） 目標値 H27

0 3 3

H21（回） 目標値 H27

0 2 4

H21（件） 目標値 H27

㉔、㉕ 0 2 2

9

㉕

H17（件） 目標値 H27

41.8 50 43.7

H16（％） 目標値 H27

㉒ 63 70 66.9

※評価：第一次総合計画基本構想の達成度見込。まちづくりの目標値が、前期基本計画と後期基本計画共通の指標は通期で算定。
　　　　◎…達成率が100％以上
　　　　○…達成率が50％以上100％未満
　　　　△…達成率が20％以上50％未満 　
　　　　×…達成率が20％未満
　　　　－…計測不能

◎ 〇 △ ×

9 4 6 1

◎

⑥新たな産業の
創出（起業支
援）

◎

◎

・㉔平成23年度から大学がない十日町市が
「産」と「学」を繋ぐ新たな取組みとし
て、十日町市ビジネスコンテストを開催し
た。このコンテストで提案されたプランの
事業化を後押しするため、わか者ニュービ
ジネス創造応援事業を創設し、５年間で９
件の事業化に至り、一定の成果を上げるこ
とができた。
・ロケ応援団に対する支援（人的・財政
面）を確保することが難しく、民間組織主
導の中でロケの誘致に成功することが出来
た。
・㉕ごったく（農家レストラン）、三ケ村
（加工場）の2件の創業に支援を実施。地域
資源を活用した新たな事業の創出を図るこ
とが出来た。

ハローワーク十日町・十日町地域
雇用協議会等、関係機関と連携し
た企業見学会の開催等により、求
職者と事業所のマッチングを図
り、就職率の向上につなげてい
く。
（基本方針２－政策３）

⑧雇用環境の改
善

【まちづくりの目標値】
○十日町管内の求職者の就職率

△

全体的に市内・市外大型店への買い回りが
主となっている。㉒中心市街地活性化推進
事業等の実施により基準年からは若干の上
昇が見られるがその伸びは限定的な状況で
ある。
※指標となる「中心市街地に関する県民意
識・消費者動向調査（県実施）」は、３年
に１回の実施であり、平成25～27年度の数
値は変わらない。

旧十日町市エリアにおいて、大型
店への買い回りが主となってい
る。旧町村部商店街の衰退も進ん
でおり、とくに高齢者等の買い物
弱者対策を行う。商店街や商業団
体と連携を図り、市街地のにぎわ
いにつながるような事業や取組を
行っていく。
（基本方針２－政策３）

５年間で大学と企業を繋ぎ、学生
による十日町発のビジネスを創出
することが出来たため、平成27年
度からはトオコンをバージョン
アップさせ、社会人や学生による
創業や新分野進出に重点を置いた
コンテストを実施している。今後
は創業支援と共に、創業後のフォ
ローアップにも重点を置き、事業
を行う。
多様化が進む消費者ニーズに的確
に対応した売れるものづくりを進
めるため、今後も新たな取組みに
チャレンジする事業者を支援す
る。また、施設の設置に比べ、そ
の後の維持管理等が難しいため、
綿密な事業計画と収支計画によ
り、判断して取り組んでいく。
（基本方針２－政策３）

○

リーマンショックに端を発した不況からの
回復、安倍政権発足に伴うアベノミクス効
果等により、雇用情勢も回復基調である。
㉕有効求人倍率は1.00倍を上回り続けてい
るが、職種によるミスマッチにより就職率
アップにつながりにくい現象も生じてい
る。

○産官学連携推進事業
　（トオコン、事業化支援等）
○遊休工場等活用促進事業
○温泉トラフグ事業化支援事業

【まちづくりの目標値（後期基本計画）】
○加工・販売・直売所の新規創業数

基本目標名 評価区分

(2) 雪国文化や地域資源を活かした活力ある産業づくり

項目数　計：20

○わか者求人情報発信事業
○わか者新規就労者拡大支援事業
○運輸業入職促進・人材育成事業

○ものづくり企業等LED設置促進支
援事業
○ものづくり企業等雇用環境改善支
援事業

【まちづくりの目標値】
○商圏内（十日町市・津南町）の購買シェア

【まちづくりの目標値（後期基本計画）】
○ロケ応援団によるＣＭやドラマのロケ隊誘致

○商業関係団体助成事業
○中心市街地にぎわい力アップ事業
○中心市街地拠点施設整備事業
○中心市街地遊休施設等活用促進事
業

⑦人材の確保・
育成

②きもの産業を中心とした製造業の
振興を図るため、消費者ニーズに
あった新商品の開発、新分野への展
開、流通・販売体制や経営基盤の強
化、人材の確保・育成などを支援す
るとともに、高度な技術力やアイ
ディアを活かした新たな事業展開や
起業支援に努めます。
　大型店や郊外型店の出店により苦
戦を強いられている中心商店街や周
辺商店街の賑わいを創出し、競争力
の強化を図ります。また、商業者や
商業関係団体と連携し、個店や商店
街の魅力アップにつながる独自性の
ある顧客サービス、交流機能の強
化・拡充、経営基盤の強化、イベン
ト開催、経営支援などのソフト対策
と商店街整備などのハード事業を一
体的に推進します。

③安定した雇用の場の確保と若者の
定着を図るため、地場産業を育成す
るとともに、雪や農業、きものなど
の地域資源を活用した新たな産業の
創出を進めます。また、企業の経営
基盤の強化や人材の確保に努めま
す。
　企業誘致の促進に向けた条件整備
や新規起業の支援環境の整備などを
進めつつ、ベンチャー企業、バイ
オ・ナノテクノロジー、リサイクル
産業、環境・新エネルギー産業、Ｉ
Ｔ産業、福祉関連産業などの誘致・
育成を積極的に展開します。さら
に、産学官連携や異業種間交流によ
る新製品・新技術の開発、新産業の
創出などを推進します。
　また、積極的な企業訪問や情報収
集により雇用状況や職場実態を把握
するとともに、雇用環境改善のため
の支援制度の充実に努め、魅力ある
職場環境づくりを支援します。

⑨商店街の賑わ
い創出・競争力
強化

【まちづくりの目標値（後期基本計画）】
○産官学連携推進事業による十日町発ビジネス



基本目標

政　　策 担当課 環境衛生課、建設課

キーワード 評価 総括的な成果・検証 今後の取り組み

H21（人） 目標値 H27

㉖ 5,510 7,000 4,482

H21（件） 目標値 H27

㉖ 87 70 50

③河川の安定的
流量確保

1
0

㉘

基本目標

政　　策 担当課 建設課、企画政策課、総務課

キーワード 評価 総括的な成果・検証 今後の取り組み

H21（m） 目標値 H27

㉙ 41,383 45,140 43,998

H21（km） 目標値 H27

㉙ 738.7 767.1 753.6

第一次総合計画
基本構想

取り組みの成果

　市民の日常生活、経済活動を支え
る基盤として、市内の移動が安全・
円滑に行えるよう幹線道路・生活道
路の整備を推進するとともに、地域
高規格道路など広域的な道路ネット
ワークの整備を促進します。また、
重要な公共交通機関であるほくほく
線、ＪＲ飯山線及びバス路線につい
ては、それぞれの連携を強化し、
サービスの充実を図るよう働きかけ
るとともに、地域の実態に即した生
活交通の確保と利用促進を図りま
す。
　通信網の整備は、新たな光ファイ
バーを敷設し、各戸・各事業所まで
の高速情報通信網を整備することに
より、情報化時代における情報通信
格差の解消を目指します。また、携
帯電話の不感地域解消に努めます。

①幹線道路・生
活道路の整備

各地域の歩道整備事業については、㉙浅河
原新町新田線や高山城之古線などの幹線道
を中心に歩道整備を進めてきた。家屋移転
などのコストの増大や雪寒・社会資本メン
テナンス事業への優先投資としたことなど
が、進捗遅延の原因となった。
市道改良整備事業については、この５年
間、浦田松之山線、北鐙坂南鐙坂線、土市
大石線などの大規模な路線のほか、㉙生活
道路については、投資効果の高い路線を選
択し、道路の整備を進めてきた。　しかし
ながら、整備コストの増大や新潟福島豪雨
による事業の遅延、雪寒事業・社会資本メ
ンテナンスへの事業投資の影響などによ
り、当初目標には至らなかった。

【まちづくりの目標値（後期基本計画）】
○市道改良延長

○②地域高規格道
路の整備促進

歩行者の安全を確保する歩道整備
への市民の期待は大きく、今後も
緊急性の高い路線に集中投資し事
業効果を上げるなど、事業進捗の
向上に努めていきたい。
また、市内各地域から多数の道路
改良要望が出されている中、今後
も更なる事業の効率化・コストダ
ウンを図り、改良率の向上に努
め、道路整備を進めていきたい。
（基本方針３－政策４）

【まちづくりの目標値（後期基本計画）】
○歩道整備延長

○

主な事業

○各地域道路改良事業
○各地域道路修繕事業
○各地域歩道整備事業

○上沼道「十日町・六日町間」整備
促進連絡協議会要望活動等

　信濃川は発電用水に多くの水が
使われてきたが、平成27年に一定
の維持流量の確保が確定し、河川
環境は改善の方向に向かってい
る。今後は河川環境を維持しつ
つ、観光や教育などによる河川の
利活用を進める。
（基本方針３－政策３）

④水資源の確保

主な事業

　渓流・渓谷、ブナ林、棚田、野
鳥、ホタルなど緑豊かで美しい自然
環境を守るため、環境保全に対する
意識啓発や廃棄物の不法投棄の防止
に努めます。
　信濃川水系にある多くの水力発電
施設がもたらす、河川の流量低下に
よる生態系への影響や水不足などに
対応するため、河川の安定的流量確
保を図ります。また、豊富な雪の利
用や森林の水源かん養機能の強化な
どにより水資源の確保に努めます。

①環境保全の意
識啓発

環境美化運動参加者数は、平成19年度から
平成27年度までの間、約4,500人から6,400
人で推移しており、目標値の7,000人を超え
たことはなかった。その原因としては、㉖
雪解けの遅い地域での参加者の伸び悩みの
ほか、実施日の天候や周知の仕方などが考
えられる。

実施については、平成28年度から
４月29日を「クリーン作戦の日」
として市内全域を統一的に環境美
化運動を行うことになった。今
後、周知の強化などを行い、参加
者のさらなる増加を図り、自然環
境の保全につなげていく。
（基本方針３－政策３）

②不法投棄の防
止

公害苦情処理件数は、平成19年度から22年
度までは80件台後半で推移してきたが、平
成27年度には50件となり目標値を達成し
た。これは、㉖市民に対しての市報やホー
ムページでの注意喚起や監視体制の強化等
を行ったことによる成果である。公害苦情
処理で大半を占める油流出・野焼き・不法
投棄のうち、特に野焼き及び不法投棄の件
数が減少した。

今後は、引き続き市報やホーム
ページを活用した注意喚起と環境
保全に対する意識啓発を行うとと
もに、監視体制の強化を行い,公害
苦情件数のさらなる減少を図る。
（基本方針３－政策３）

×

【まちづくりの目標値（後期基本計画）】
○公害苦情処理件数

◎

◎

○環境啓発推進事業（環境フェア
他）
○エコポイント事業
○各地域クリーン作戦

○騒音・悪臭・振動対策事業

○信濃川の環境調査
○信濃川の環境や利活用を検討する
委員会等の開催
○河川学習等への支援
○信濃川親水イベント開催

(3) 緑豊かな自然環境や雪国の風土と調和した快適な生活環境づくり

①　緑豊かなまちをつくる環境保全・水資源対策

(3) 緑豊かな自然環境や雪国の風土と調和した快適な生活環境づくり

②　生活や経済活動を支える交通・通信網の整備

第一次総合計画
基本構想

取り組みの成果

【まちづくりの目標値（後期基本計画）】
○環境美化運動参加者数

○信濃川河川環境調査（流況、生物等）の実施
　（H22～Ｈ27）
〇ＪＲ東日本発電取水総合対策市民協議会の実施
  （Ｈ21～Ｈ27）
〇信濃川のあり方検討委員会の実施（Ｈ22.～Ｈ27）
○信濃川水なしサミットの実施（親水イベントほか）
  （H19～H27）
○ＪＲ東日本と「信濃川の河川環境と水利使用の調和に
関する覚書」締結（H27.5.8）
〇水辺の楽校（自然観察会）への支援（Ｈ19～Ｈ27）
〇ふるさと信濃川教室の実施（Ｈ26～Ｈ27）

　平成22年から㉘ＪＲ東日本信濃川発電所
宮中取水ダムからの適切な放流量を検証す
る試験放流が始まり、それ以前より放流量
が増えたこともあり、信濃川の河川環境は
改善されつつある。環境改善の一つの目安
であるサケの遡上数が、水量が増えたこと
に加えて、これまでの稚魚放流の成果もあ
り、年々増加している。また、河川の利活
用としてラフティングが始まり、産業や観
光の新たなメニューとなっている。



H21（地区） 目標値 H27

㉚ 7 0 0

㉛

基本目標

政　　策 担当課 建設課、都市計画課

キーワード 評価 総括的な成果・検証 今後の取り組み

㉜

1
1 H21（km） 目標値 H27

㉜ 456.9 465.2 455.0

H21（km） 目標値 H27

67.2 74.2 79.7

H21（km） 目標値 H27

㉜ 70.1 80.7 81.9

㉝

H21（％） 目標値 H27

㉞ 53.0 60.0 58.3

(3) 緑豊かな自然環境や雪国の風土と調和した快適な生活環境づくり

③　雪を治め活用する克雪・利雪対策

②雪崩防止対策

③消雪パイプ、
流雪溝の整備

第一次総合計画
基本構想

④住宅の屋根雪
処理対策

○各地域雪イベント開催
○ホワイトデータセンター立地支援
事業

　道路除雪体制の一層の強化に努め
克雪対策の充実を図ります。特に、
安全な通行を確保できるよう雪崩防
止対策、消雪パイプ、流雪溝を備え
た道路整備及び歩道の除雪を推進し
ます。また、住宅の屋根雪処理対策
を市民との協働により推進します。
　さらに、雪を資源として冷熱エネ
ルギーなどに利用するほか、雪まつ
りや冬のアウトドアスポーツなど、
親雪イベントの情報発信などによ
り、交流人口の増加を図ります。

⑤雪の利活用

○道路除雪事業（H25完全無料化）
○建設機械整備事業

○克雪すまいづくり支援事業

主な事業

○雪崩巡視事業
○雪崩防止対策事業

①道路（歩道）
除雪体制の強化

現在、整備を進めている区域以外
でも、流雪溝整備を待ち望んでい
る地域があるため、投資効果等を
勘案し、今後も克雪対策と住民生
活の向上を図るため、整備事業に
取り組んでいく。また消雪パイプ
整備において、今後、生活道路を
中心として、積極的な事業展開を
図るとともに、老朽化に伴う更新
事業も計画的に進めていく。
（基本方針３－政策５）

【まちづくりの目標値（後期基本計画）】
○流雪溝整備延長

◎

○流雪溝整備事業
○消雪パイプ整備事業

Ｈ23年に交通空白地解消計画を策定し、Ｈ
23年９月から交通空白地７地区のうち５地
区（美佐島・飛渡・六箇・真田・水沢）を
対象に予約型乗合タクシーの運行を開始し
た。Ｈ24年７月から残り２地区（八箇・仙
田）を加え、７地区全てにおいて運行を開
始、これにより㉚市内の交通空白地は全て
解消した。さらには、Ｈ25年には運行単価
の見直し、Ｈ26以降は運行曜日、停留所の
見直しを行い、利用者の要望に応えてき
た。

今後は運行状況を調査し、運行日
や停留所の見直しを行い、さらな
る利用促進を図る。また、実態に
即した利便性の高い公共交通が確
保が出来るように、再度、地域の
状況を把握し、運行体制を改善す
る。
（基本構想３－政策４）

【まちづくりの目標値（後期基本計画）】
○住宅の克雪化率

○

㉝克雪すまいづくり補助制度の積極的な活
用により、着実な成果を上げることができ
たが、最終的には目標値に達することがで
きなかった。
　中越地震や中越沖地震、長野県北部地震
からの復興に伴う住宅再建により克雪化が
伸びたこともあるが、全体的には新築住宅
着工戸数が減少傾向にあり、これに伴い克
雪化も伸び悩んでいる現状がある。

全体的には近年の資金貸付制度の
新規利用者が伸び悩んでいること
に対して、引き続き、克雪すまい
づくり補助制度を活用し克雪化率
を伸ばしていき、屋根の雪下ろし
のない安全・安心のまちづくりを
目指す。
（基本方針３－政策５）

○

数字の上では目標値に達していないが、㉜
消雪パイプの整備等により、必要となる除
雪延長は減となる。したがって、現在の実
績にて、住民サービスの目標は到達してい
るものと認識している。

冬期間の安全・安心を確保するた
め今後も除雪体制のさらなる充実
を図る。また、毎年多額となって
いる除雪費用について、消雪パイ
プ整備事業により、除雪の必要が
無くなる路線もあるため、除雪路
線選定については、必要箇所を見
極め、効率のよい除雪事業を進め
ていく。
（基本方針３－政策５）

【まちづくりの目標値（後期基本計画）】
○消雪パイプ整備延長

◎

高山城之古線や上川町本通り線、本町西線
などの幹線道は、㉜国の経済対策補正も含
めた交付金の活用により、消雪パイプ整備
延長の大幅な進展が図られた。また、十日
町・川西・中里地域における機械除雪が困
難な生活道路については、地元負担を充当
しての整備を積極的に進めた。
　流雪溝整備の市街地においては、㉜西本
町の区画整理事業区域以外は概成し、現在
は、川治地域と川西地域の整備を進めてい
る。この５年間、当事業に交付金を積極的
に充当し、事業進捗を図ったことで、目標
を達成した。

【まちづくりの目標値（後期基本計画）】
○除雪延長
　※消雪パイプが計画以上に整備され、機械除雪が減
少

取り組みの成果

　市民の日常生活、経済活動を支え
る基盤として、市内の移動が安全・
円滑に行えるよう幹線道路・生活道
路の整備を推進するとともに、地域
高規格道路など広域的な道路ネット
ワークの整備を促進します。また、
重要な公共交通機関であるほくほく
線、ＪＲ飯山線及びバス路線につい
ては、それぞれの連携を強化し、
サービスの充実を図るよう働きかけ
るとともに、地域の実態に即した生
活交通の確保と利用促進を図りま
す。
　通信網の整備は、新たな光ファイ
バーを敷設し、各戸・各事業所まで
の高速情報通信網を整備することに
より、情報化時代における情報通信
格差の解消を目指します。また、携
帯電話の不感地域解消に努めます。

　㉛情報通信技術格差の解消を主眼に置い
た整備は全て完了していることに基づいた
評価である。

　地域や共同受信施設を構成する
世帯数が減少傾向にある中で、施
設の維持管理、老朽化等の負担へ
の支援要望が想定される。こうし
た動きを見越した検討を進めてい
く。
（基本構想４－政策２）

③生活交通の確
保と利用促進

【まちづくりの目標値（後期基本計画）】
○交通空白地数
　　(H21)７地区⇒(H27目標)０地区　(H26)０地区

◎

○交通空白地解消事業（予約型乗合ﾀｸ

ｼｰ運行）

○生活交通確保対策事業
○市営バス運行事業

④情報通信格差
の解消

○高速情報通信網整備事業
○携帯電話不感地域解消事業
○テレビ難視聴施設整備事業（デジ
タル対応）

■高速情報通信網整備事業：平成20年度構築済
■携帯電話の不感地域の解消
　・不感地域：31行政区
　　※　13行政区は当市が整備主体、18行政区は携帯
電話事業者が整備主体となって解消
　・解消達成年度：平成23年度
■地上デジタル放送の全地域受信の整備
　・対象となる177の共同受信施設を整備
　　※　うち65施設は市支援制度を利用
　・平成23年７月地上デジタル化対応完了

◎



基本目標

政　　策 担当課 環境衛生課、上下水道局、都市計画課

キーワード 評価 総括的な成果・検証 今後の取り組み

㉟

H21（％） 目標値 H27

㉟ 17.6 25.0 21.1

H17（％） 目標値 H27

1
2 ㊱ 80.6 90.0 91.6

H17（箇所） 目標値 H27

㊲ 0 14 13

H21（戸） 目標値 H27

393 434 417

H21（％） 目標値 H27

㊳ 57.0 76.0 63.7

(3) 緑豊かな自然環境や雪国の風土と調和した快適な生活環境づくり

④　快適な生活環境の充実

第一次総合計画
基本構想

　ごみの減量化・リサイクル化を推
進し、循環型社会の実現を目指すと
ともに、地球温暖化防止のため、新
エネルギー・省エネルギー対策の推
進や企業・団体の組織内での環境管
理システムの導入促進などを図りま
す。
　また、上水道・下水処理施設の整
備を、それぞれの地域の状況に応じ
た手法で推進し、安全な生活用水の
確保と汚水処理を図ります。
　さらに、信濃川や森林など緑豊か
な自然を活かした公園・緑地の整備
を推進し、地方定住志向者やＵ・
Ｊ・Ｉターン者、また、高齢者や障
害者などの多様なニーズに対応した
住宅・宅地供給を促進し、快適な住
環境を充実させます。

○上水道・簡易水道施設等整備事業
○下水道・合併処理浄化槽等整備事
業

○各地域公園整備事業

○各地域市営住宅建設事業
○住宅リフォーム対策事業
○木造住宅耐震対策事業

主な事業

㊲平成23年度に「十日町市公園施設長寿命
化計画」を策定した。これに基づき、平成
24，25年度には11公園の遊具更新補助事業
を実施し、2公園は現状維持で問題なしと判
断した。結果、13公園について遊具の更新
が終了している。

平成３２年度までの目標値を２４
箇所とし、開設から年月の経った
遊具等の老朽化の進んでいる公園
について、今後は更新のみに限ら
ず、大規模な修繕等を含めての対
応とする。
（基本方針３－政策４）

⑤多様なニーズ
に対応した住環
境の充実

【まちづくりの目標値（後期基本計画）】
○公営住宅戸数

○

㊳老朽化した市営住宅の建替えや廃止を行
い、住宅戸数の確保や住環境の整備に努め
た結果、９年間を通じて16戸の増であった
（H19：401戸→H27：417戸）。特に㊳老朽
化した市営住宅の建替えも着実に実施する
ことができ、量だけでなく質の向上も併せ
て行うことができたことは、数値には表れ
ない一定の成果と考える。
㊳耐震化については、中越地震以後、木造
住宅の耐震化を推進し市民の安全確保に努
めてきた。具体的には、耐震診断、耐震改
修工事の２つのステップに各々補助金を交
付できる体制取り組んできた。地震発生か
ら２、３年間は耐震化に対する市民の意識
も高く、耐震診断の実施件数が多かった
が、耐震改修工事へ進む人は僅かだった。
その後、地震対策に対する意識も徐々に薄
れ、耐震診断の実施件数も減少傾向となっ
た。
　このような状況の中、耐震化率の向上に
つながる最大の要因は、古い住宅の解体や
建替えとなっている。

量から質への転換を行う。具体的
には、既存住宅の大規模な改修
（修繕）を行い、老朽化しつつあ
る建物の長寿命化を図る。また、
耐震化に向けた補助事業について
引き続き、継続的に進めていく。
　さらに、なかなか進まない耐震
化を加速させるために、市民に対
するより効果的な周知方法等を検
討、実施し、その推進に努めてい
く。
（基本方針３－政策４）

取り組みの成果

㉟平成22年度の「ごみの分け方・出し方便
利帳」の発行、全戸配布など、ごみ分別の
徹底を広報することで資源化率の向上をは
かったが、目標値25％を達成することがで
きなかった。
その要因として、①民間事業所による金属
類や紙類等の資源物収集業が成長してきて
おり、市（行政）以外による再資源化量が
増加していると考えられる②ごみ分別周知
徹底しても平成23年度以降資源化率はほぼ
横ばいであること③新潟県資源化率が23％
前後を推移していること（農地の多い当市
は野菜ごみが多くなり、農地の少ない都市
部に比べ「可燃ごみ」割合が大きくなる）
を勘案すると、現在のごみ分別方法（種
類）では資源物の割合はこれ以上増えない
（資源物としての収集はすでに徹底されて
いる）と考えられる。

 今後は、引き続き市報やホーム
ページを活用したごみ分別の徹底
を図るとともに、バイオマス産業
都市構想のもと、現在「燃やすご
み」として処理されている「生ご
み」や「紙おむつ」のエネルギー
資源化及び減量化することによ
り、目標値達成を図る。
　さらに、「ごみ分別アプリ」を
活用し市民の分別に対する意識を
高めていく。
（基本方針３－政策５）

②地球温暖化防
止（新エネ・省エ
ネ・環境管理システ
ム）

③上水道・下水
処理施設の整備

【まちづくりの目標値】
○水洗化率
　※水洗化率＝水洗化人口÷処理人口

◎

計画期間内の目標は達成された。指標には
人口減少問題も大きく影響する要素もある
ものの、水洗化率の低い地域を対象にした
取り組みや毎年10月開催の”下水道フェ
ア”等により㊱市民の下水道への理解やつ
なぎ込み意識を高める啓蒙活動の成果が現
れているものと考えられる。

下水道整備済み地区の未加入者に
対し、今後も引き続き、下水道促
進デーなどの機会を通じて下水道
へのつなぎ込みを促進し、水洗化
の向上に努めます。
（基本方針３－政策４）

△

△

○

○生ごみ処理機購入補助事業
○エコポイント事業

○ソニー㈱とCO2排出量取引

【まちづくりの目標値（後期基本計画）】
○一般廃棄物資源化率

④公園・緑地の
整備

【まちづくりの目標値（後期基本計画）】
○公園の遊具更新箇所数

①ごみの減量
化・リサイクル
化

○再生可能エネルギーの公共施設導
入
　（ミオン・ゆくら・みよしの湯・松之

山支所等）

○バイオマス産業都市事業
○太陽光発電・ペレットストーブ設
置補助
○十日町市地球温暖化対策実行計画

【まちづくりの目標値（後期基本計画）】
○住宅の耐震化率



基本目標

政　　策 担当課 都市計画課

キーワード 評価 総括的な成果・検証 今後の取り組み

H21（％） 目標値 H27

㊴、㊵ 40.7 41.3 41.2

H21（％） 目標値 H27

㊶ 0.0 26.1 42.2

※評価：第一次総合計画基本構想の達成度見込。まちづくりの目標値が、前期基本計画と後期基本計画共通の指標は通期で算定。
　　　　◎…達成率が100％以上
　　　　○…達成率が50％以上100％未満
　　　　△…達成率が20％以上50％未満 　
　　　　×…達成率が20％未満
　　　　－…計測不能

1
3 ◎ 〇 △ ×

8 6 2 1

(3) 緑豊かな自然環境や雪国の風土と調和した快適な生活環境づくり

項目数　計：17

(3) 緑豊かな自然環境や雪国の風土と調和した快適な生活環境づくり

⑤　計画的な土地利用の推進

○十日町市都市計画マスタープラン
（H20.3）
○十日町市農村環境計画（H22.3）

○地籍調査事業

主な事業

基本目標名 評価区分

㊶平成22年の法改正により新設された工程
管理も含めた委託方法をいち早く取り入れ
たことで、1年間の工程が3計画区から6計画
区と倍増した。その結果、当初の計画に比
べ、大幅に事業の進捗が図られた。土地取
引の多い市街地の地籍調査を推進し、分か
りにくかった住所表示の変更が着実に進ん
だ。

都市計画の推進に向けて、マス
タープランに基づく、都市計画区
域の見直しを行っていく。また、
地籍調査事業が未実施の松代・松
之山地域への事業着手も見据え、
現在進めている市街地の地籍調査
事業を進める。ただし、国県の負
担金額が厳しくなっている状況等
も考慮しながら適宜、計画区の再
編と実施計画の見直しを検討す
る。
（基本方針３－政策４）

②地籍調査の推
進

【まちづくりの目標値（後期基本計画）】
○地籍調査進捗率（うち市街地内）

第一次総合計画
基本構想

取り組みの成果

　均衡のとれた土地利用を図るた
め、都市計画法、農振法、森林法に
基づいた土地関連計画の見直しを推
進します。また、土地利用状況の把
握と迅速な情報提供など市民サービ
スを向上させるため、地籍調査を推
進し、地図の整備を図ります。

①土地関係計画
の見直し

【まちづくりの目標値（後期基本計画）】
○地籍調査進捗率（全体）

◎



基本目標

政　　策 担当課 健康づくり推進課

キーワード 評価 総括的な成果・検証 今後の取り組み

H17（人） 目標値 H27

   ㊷ 220 200 143

   ㊷

1
4

H21（人） 目標値 H27

   ㊸ 8 10 17

基本目標

政　　策 担当課 福祉課、子育て支援課、企画政策課

キーワード 評価 総括的な成果・検証 今後の取り組み

H17（人） 目標値 H27

2,137 2,600 2,595

H21（集落） 目標値 H27

  ㊹、㊺ 41 60 74

○

㊹相次いだ自然災害や全国的な気運の高ま
り等から、福祉ボランティアへの参加者は
順調に推移している。今後も安定的にボラ
ンティアに参加していただけるよう努めた
い。ただし、少子高齢化等の影響により、
参加者数は一定数に達したところからは伸
び悩むことが予想される。
また、㊺集落安心づくり事業については平
成19年度から事業対象を市全域の中山間地
域の集落（行政区）に拡大した。さらに、
平成20年度には中山間地の集落から対象を
広げ、平地部の高齢化率40％以上の集落も
対象とした。このことで平成17年には13集
落での実施が、平成21年には41集落に増加
している。さらに地域自治組織の取り組み
としたことで、平成27年度は74集落が実施
している。

福祉ボランティアについては、安
定的に参加いただけるよう、十日
町市社会福祉協議会と連携して情
報発信に努める。また、集落安心
づくり事業について、引き続き、
地域自治組織を通じて事業の周知
し、更なる活用を図る。「冬季集
落保安要員設置事業」「十日町市
小型除雪機械協働導入事業」など
の他制度との統合・効率化の検討
を進め、冬でも安心して暮らせる
集落の生活環境改善に努める。
（基本方針１ー政策３）

【まちづくりの目標値（後期基本計画）】
○集落安心づくり事業実施集落数

◎

②　人にやさしい社会福祉の推進

第一次総合計画
基本構想

主な事業 取り組みの成果

　高齢者のみの世帯や核家族化など
による世帯が増加するなか、未来を
担う子どもたちが健やかに育ち、高
齢者が経験・技能を活かし豊かな老
後を過ごせるよう、地域とのふれあ
いを推進します。
　また、高齢者福祉や障害者福祉の
充実を図るとともに、学校教育・社
会教育部局との連携を強化しながら
子育て支援を充実し、人にやさしく
生きがいのもてる福祉を目指しま
す。このため、公的社会保障制度と
合わせ、ボランティアの活用などに
より地域で支えあう体制づくりを推
進します。

①地域福祉（地
域の助け合い）

○社会福祉協議会運営補助
○民生委員活動事業
○集落安心づくり事業 【まちづくりの目標値】

○福祉ボランティア参加者数

◎

年度によって申請件数の増減はあるが、対
象資格を増やすなど必要とされる制度を目
指したことにより、近年は安定した件数と
なっている。しかしながら、制度の目的で
もある市内就業率が中々上がらない現状が
あるため、㊸より利用しやすい制度を目指
すとともに市内就業率が上がるような仕組
みを検討していく必要がある。

今後も利用しやすい制度への見直
しを行いながら、十分な効果を得
られる制度となるよう継続的に検
討を進めていく。市民が安心して
医療を受けられるための体制整備
を推進するとともに、地域に必要
な医療従事者の確保に努める。
（基本構想３－政策２）

(4) 子どもからお年寄りまで安全・安心・元気に暮らせる社会づくり

○

健康教育事業の担い手となるヘルスメイト
について、100世帯に１人を目標にセミナー
を開催して養成してきたが、退会者が多
く、会員数は減少している。その影響も
あって、ヘルスメイトの活動回数が平成19
年度当時より減少しているが、㊷年間延べ
1,500回～1,800回程度の健康づくりの普及
啓発活動を行っており、市民の健康づくり
推進に貢献している。

ヘルスメイトセミナーの開催回数
を増やし、新会員の獲得に努める
と共に、現会員が長く活動を続け
られるよう、研修会の企画や組織
体制の見直しを行う。今後も、ヘ
ルスメイトの活動が充実した魅力
あるものとなるよう支援し、健康
づくり推進体制の充実を図ってい
く。
（基本構想３－政策２）

②健康寿命の延
伸

○各種健康診査
○各種がん検診事業
○予防接種事業
○こころの健康相談事業

○早期発見・早期治療に向けた取り組み
　各種がん検診を各地域で実施（検診7種、受診者述
べ25,379人）
○各種予防接種事業の実施
　法令に従い乳幼児から高齢者に12種類の予防接種及
び予防接種助成を実施（接種者延べ28,101人）
○精神科医および臨床心理士によるこころの健康相談
事業を実施（年間22回、相談人数49人）

○

市民が、各種健康診査を受診し、自分の健
康状態を確認することから始め、㊷健康づ
くりを実践するための意識改革をするよう
各種事業を実施してきた。年1回は健診を受
診することが定着してきている。
自殺者が多いことから、その対策として㊷
こころの健康相談に医師や臨床心理士が対
応するなど相談事業を充実させてきた。

疾病の早期発見のため、住民健
診、がん検診の適正受診が図られ
るよう、さらなる普及啓発を推進
し、健診の新しい検査等の採用を
検討し、健康寿命の延伸のための
各種事業を実施する。こころの健
康については、自殺予防の正しい
知識の普及啓発を更に進めるとと
もに、より利用しやすい相談体制
の充実を図る。
（基本構想３－政策２）

(4) 子どもからお年寄りまで安全・安心・元気に暮らせる社会づくり

①　生涯元気に暮らせる保健・医療の充実

第一次総合計画
基本構想

主な事業 取り組みの成果

　市民一人ひとりが自発的に健康づ
くりを実践することにより、心身と
もに健康な状態で生活できる期間
（健康寿命）の延伸を図ります。こ
のため、健康教育、健康相談などの
普及啓発活動の充実と社会教育活動
との連携を図るとともに、自主活動
やグループの支援・育成に努め、市
民総ぐるみの健康づくりを推進しま
す。
　また、必要な人が必要なときに診
療が受けられるよう、救急・災害・
高度医療を備えた地域医療体制の整
備を促進します。

①自発的な健康
づくり

○健康マイレージ事業
○運動推進事業
○食育推進事業
○たばこ対策推進事業

【まちづくりの目標値】
○ヘルスメイト（食生活改善推進員）の人数
　　※100世帯に１人を目標

③地域医療体制
の整備

○医師・看護師等確保対策事業
○新十日町病院周辺整備事業
○24時間電話健康相談事業
○休日救急診療センター設置
○十日町地域救急ステーション整備

【まちづくりの目標値（後期基本計画）】
○看護師・理学療法士等修学資金貸与



H21（台） 目標値 H27

382 440 294

H21（世帯） 目標値 H27

   ㊺ 40 70 48

H21（人） 目標値 H27

   ㊻ 77 130 144

1
5 H17（人） 目標値 H27

   ㊼ ー 150 195

基本目標

政　　策 担当課 防災安全課

キーワード 評価 総括的な成果・検証 今後の取り組み

51

H21（人） 目標値 H27

369 220 112

H17（件） 目標値 H27

52 493 320 289

地域が実施する青色回転灯パト
ロールについて、平成28年度に補
助制度を改定したことにより、防
犯パトロール実施団体を増やして
市全体の防犯意識の高揚を促進し
ます。LED防犯灯の需要が高まって
いるため、現物支給事業を継続し
ます。警察などと連携して、広報
活動などの啓発運動を実施し、犯
罪の未然防止に努めます。
（基本方針３－政策1）

◎

　交通事故件数は平成22年を除けば年々減
少し、目標を達成した。
　十日町警察署、交通安全協会、津南町と
連携し郡市交通安全対策協議会を設け、定
期的に警察署管内の交通安全対策について
協議してきた。51交通安全教育や講習、ま
たは啓発運動やイベントなどにより、根強
く交通事故撲滅への意識啓発を図った事が
目標の達成へとつながった。

子どもから高齢者まで、年代に即
した交通安全教室や講習を実施
し、更なる交通安全意識の向上を
図ります。警察、交通安全協会、
津南町と連携した協議会により、
管内の交通安全対策を協議し、事
故件数の減少に向けて取り組みま
す。警察・道路管理者などの関係
機関と連携を図り、交通安全施設
の整備の推進を働きかけます。
（基本方針３－政策1）

②交通危険箇所
改良、交通安全
施設整備

○道路・歩道整備事業
○カーブミラー支給事業
○通学路の緊急合同点検

③治安の良い地
域づくり

○防犯灯整備事業
○十日町市消費生活相談窓口設置
○市民法律相談所設置

【まちづくりの目標値】
○十日町警察署管内の刑法犯罪発生件数

◎

刑法犯発生件数は減少し目標を達成した。
　犯罪の未然防止のため、警察などと連携
を図り、52広報活動などの啓発運動を継続
的に実施した成果が表れたものと考えてい
る。

第一次総合計画
基本構想

主な事業 取り組みの成果

　子どもから高齢者まで一貫した、
家庭・地域・学校・職場・行政など
の連携による交通安全教育の充実を
図るとともに、指導者の養成と確保
を推進します。また、交通危険箇所
の改良や交通安全施設の整備を進
め、歩行者や自転車利用者の安全を
図ります。
　また、市民の防犯意識の向上や関
係機関と連携した防犯活動などによ
り、安心して生活のできる治安の良
い地域づくりを推進します。

①交通安全教育
の充実

○交通安全教室（保育園、小中学校、

高齢者）

○交通指導員活動
○郡市交通安全対策協議会活動支援 【まちづくりの目標値】

○十日町警察署管内の交通事故件数

【まちづくりの目標値】
○ファミリー・サポート・センターの登録者数

◎

Ｈ23年４月に開設し、以降順調に会員数を
増やしたが、Ｈ27年度に初めて前年会員数
を14人下回り195人となった。理由として
は、会員が子育て期間を過ぎるなど、退会
者数が入会者数を上回ったためである。た
だし、㊼活動件数は着実に増加しており、
徐々に事業のPR効果も出てきている。

今後も計画に沿った、保育園施設
の整備や運営について推進してい
く。また、サポートセンターにつ
いて、きめ細かなサポート体制を
構築するには、協力会員の増加が
不可欠であるため、引き続きPR活
動を行い、会員の確保に努める。
また、利用しやすいよう、H28年度
に利用料金を統一した。今後は料
金体制を維持することで、利用率
の向上に努める。
（基本方針１－政策１）

(4) 子どもからお年寄りまで安全・安心・元気に暮らせる社会づくり

③　安全・安心なまちをつくる交通安全・防犯対策の推進

今後もより一層制度の周知を行う
ことで、緊急通報システムの利用
者の拡大を図る。ただし、事業実
施当初に比べて高齢者の生活の変
化や高齢者施設の整備状況にも変
化が生じているため、量の増加よ
りも、実態に即した効果的な設置
を考えていく。
また、家事型ホームヘルプサービ
スについて一定の需要はあるもの
の、介護保険は新しい総合事業な
どの制度改正があり、事業内容の
役割分担の見直しを行っていく。
今後も支援を必要としている世帯
の把握に行い、施設の整備、制度
整備の充実に努めていく。
（基本方針１－政策３）

【まちづくりの目標値（後期基本計画）】
○家事型ホームヘルプサービス利用世帯数
　※介護サービスへの移行等により利用者は減少

△

③障害者福祉

○グループホーム等整備支援
○心身・精神障がい児者医療費助成
事業
○就労施設整備支援
○就労支援（ｼﾙﾊﾞｰﾎﾟｽﾄｶｰﾄﾞ、成人式記

【まちづくりの目標値（後期基本計画）】
○グループホーム・ケアホームの利用者数

◎

国を挙げて、大規模施設から、㊻グループ
ホーム等の少人数での地域生活移行を推進
してきた９年間であったが、制度改正と社
会福祉法人等の努力があり、Ｈ27末目標値
を大きく上回る21棟、定員144名を達成し
た。

3年毎の障がい福祉計画（第４期障
がい福祉計画H27～）で算出した地
域移行見込み数と実績を毎年検証
し、供給不足が生じないよう障が
い者福祉の体制作りに取り組む。
（基本方針１－政策３）

②高齢者福祉

○高齢者福祉施設整備支援
○高齢者ｺﾐｭﾆﾃｨﾊｳｽ等整備運営事業
○サービス付高齢者住宅整備支援
○地域包括支援センター運営事業
○住宅整備補助（安心住まいる事
業）
○生きがい対応型デイサービス事業
○老人クラブ助成、たっしゃで100
事業

【まちづくりの目標値（後期基本計画）】
○高齢者等緊急通報システム設置台数
　※施設入所等により利用者は減少

△

地域包括支援センターや民生委員を中心
に、必要な世帯の把握に努めた。㊺新規利
用申請者はあるが、それ以上に入院や施設
入所、家族との同居等による撤去件数が多
く、結果的に設置台数は毎年減少。特別養
護老人ホームをはじめサービス付き高齢者
向け住宅や有料老人ホーム、グループホー
ムなど様々な施設整備が市内外で進んだこ
とも減少の大きな原因。
また、㊺ホームヘルプサービスの新規利用
申請者はあるものの、介護認定の対象とな
ると介護保険でのサービスに切り変わるた
め、利用期間が比較的短期間の利用者も多
い。複数年にわたる長期的な利用者は障が
いを持つ高齢者が多い。

　高齢者のみの世帯や核家族化など
による世帯が増加するなか、未来を
担う子どもたちが健やかに育ち、高
齢者が経験・技能を活かし豊かな老
後を過ごせるよう、地域とのふれあ
いを推進します。
　また、高齢者福祉や障害者福祉の
充実を図るとともに、学校教育・社
会教育部局との連携を強化しながら
子育て支援を充実し、人にやさしく
生きがいのもてる福祉を目指しま
す。このため、公的社会保障制度と
合わせ、ボランティアの活用などに
より地域で支えあう体制づくりを推
進します。

④子育て支援

○公立保育所整備・運営事業
○私立保育園等の施設整備支援
○発達支援センター整備・運営事業
○地域子育て支援センター整備・運
営
○放課後児童健全育成事業
○ファミリーサポートセンター開
設・運営
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H17
(100人当たり)

目標値 H27

3.5 3.6 3.4

H17
(実団員数)

目標値 H27

54 2,173 1,960 1,904

H21（％） 目標値 H27

34.6 87.0 60.0

H21（％） 目標値 H27

  54、55 ー 60.0 57.0

④災害防止事業
の推進

○緊急情報等告知システム整備
○十日町あんしんメール配信サービ
ス
○ハザードマップ作成
○地すべり対策事業
○河川改修事業

【まちづくりの目標値（後期基本計画）】
○住宅用火災警報器の普及率

△

平成16年6月に消防法の改正により新築住宅
は平成18年6月1日、既存住宅は平成23年6月
1日から住宅用火災警報器の設置が義務付と
なったことに伴い、54イベント等を活用し
市民に住宅用火災警報器の広報等を実施。

十日町あんしんメールは、平成22年10月か
ら運用を開始し、市の安全・安心のための
情報伝達手段として、積極的な活用を図っ
ている。登録者数の増加に向けて、55広報
誌やHP、各種イベントなどでの周知のほ
か、平成25年度からは、SNS（フェイスブッ
ク・ツイッター）との連携を開始してい
る。登録者数は順調に増加し、平成27年度
時点では、6000人を突破している。

今後も引き続き、住宅用火災警報
器の設置場所や火災予防に対する
有効性等について、広報等を行い
設置促進を図っていく。また、新
築住宅への設置が義務化された平
成18年6月から10年経過しているこ
とから、住宅用火災警報器の適切
な維持管理についても広報等を
行っていく。また、メールの登録
について、市においての安全・安
心のための情報伝達手段として、
積極的な活用を図っていくため
に、フェイスブック・ツイッター
以外のSNSとの連携や、迅速かつ的
確な情報配信ができるような、体
制づくり、取り扱い基準の検討な
どを行う。
（基本方針３－政策1）

【まちづくりの目標値（後期基本計画）】
○携帯メール等情報伝達事業のメールの登録割合

○

今後地震等の災害が起きた場合に
は、県等と密に連携し、被災者の
住宅再建支援を実施していく。
また、地震による被害を未然に防
ぐため住宅の耐震化を進め、安
全・安心な住環境を整備してい
く。

平成26年度で中越大震災復興基金
によるこころのケアセンター事業
は終了した。震災後のこころのケ
アから、うつ自殺予防を含むここ
ろのケア対策として展開してい
く。

②消防体制の整
備

○消防本部・分署整備事業
○消防救急デジタル無線整備事業
○消防施設・車両機器整備事業

【まちづくりの目標値（後期基本計画）】
○十日町地域消防本部 救急救命士数

◎

54H19～27年の9年間で　職員を13人養成
し、資格取得者採用は６人になった。その
結果、運用救急車５台に対して、計画した
搭乗を達成することができた。
　３台×２人搭乗×３部制＝18人
　２台×１人搭乗×３部制＝６人
　補充要員 ３人

救急救命処置拡大に伴い、１台当
たりの救急救命士の搭乗人数を増
加し、通信指令室にも救急救命士
を配置する。その実施に向け、人
材の養成、採用を計画すること
で、消防体制の充実を推進してい
く。
（基本方針３－政策１）

　新潟県中越大震災による被災者の
生活再建を支援し、被災地における
生活・生産基盤の速やかな復旧を実
施することにより、市民生活の早期
の安定を図るとともに、復興を進め
て震災の前にも増して活力にあふれ
たまちづくりを推進します。
　一方、多様化する災害に対応でき
る消防体制の整備を進め、施設や人
員などの一層の充実に努めるととも
に、地域に密着した消防団組織につ
いては、さらなる活性化を目指しま
す。
　また、災害防止事業を積極的に推
進するとともに、市民の自主防災組
織の育成を積極的に進め、市民の防
災意識の向上と、行政と一体となっ
た防災体制を構築します。

①中越大震災の
復旧・復興

○住宅応急修理、被災者生活再建支
援事業
○新潟県中越大震災復興基金事業

○住宅応急修理に関する事業の完了
○被災者生活再建支援事業の完了
○新潟県中越大震災復興基金事業の完了
〇復旧段階では、中高年や子どものこころのケアに関
する講演会・研修会（年３～５回）とともに、支援者
支援のセルフケアの研修会を開催（年３回）
〇再生段階では、うつ・アルコール・自殺予防やここ
ろの健康づくり講演会・学習会（年14回）のほか、子
どものこころのケア講演会（年１回）、保育園巡回相
談（年25回）、育児支援者研修会（年30回）等を開催
〇高齢者のこころの健康調査、訪問等の実施

◎

中越大震災及び中越沖地震の被災者の住宅
の建替えや修繕に係る経費について、㈶新
潟県中越大震災復興基金などを活用しなが
ら、融資に際しての利子の一部補助や、53
自力再建ができず公営住宅へ入居した世帯
への家賃補助などを実施した。

新潟県中越大震災復興基金によるこころの
ケアセンターと連携し、被災後の生活再建
や社会的不況によるこころの問題を抱える
中高年や、子どものこころのケアについ
て、53相談支援体制を充実するとともに、
被災者及び支援者へのこころのケアに関す
る知識啓発を継続的に実施できた。また、
アンケート調査を実施し、要支援者への相
談会、受診勧奨を行い、適切な支援につな
げた。

③消防団の活性
化

○消防団員報酬の引き上げ
○消防団被服整備（防寒衣等）

【まちづくりの目標値】
○100人当たりの消防団員数・実団員数

○

少子高齢化の影響から、若年層の人口減少
が進んでおり、新規加入者も同様に減少
し、退団者の人数が新規加入者より多いこ
とから、人員は減少傾向にある。また、54
平成25年12月13日に「消防団を中核とした
地域防災力の充実強化に関する法律」が公
布され、当地域においても加入促進・待遇
改善などの対策を実施している。
その結果、当地域の100人当たりの消防団員
数は、3.4人であり、県（1.65人）、国
（0.67人）と比較しても高い水準ではある
が、今後も引き続き、団員数の確保に向け
た取組に努める。

新規加入者の促進に向け、消防団
員の待遇改善を図るなど、女性消
防団員の加入を推進する。また、
地域の実情を考慮しながら、消防
団員を通じた勧誘を行うほか、市
内企業への理解と協力を求め、環
境の整備を行っていく。消防団員
数の維持のために、第3次消防団再
編整備計画の実施により、消防団
員の待遇の見直しや負担軽減など
を行う。さらには消防団装備品の
充実を図り、活動しやすい環境を
整える。
（基本方針３－政策１）

(4) 子どもからお年寄りまで安全・安心・元気に暮らせる社会づくり

④　災害に強いまちをつくる震災復興及び消防・防災対策の推進

第一次総合計画
基本構想

主な事業 取り組みの成果



H17（％） 目標値 H27

40.4 100 98.9
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3,764 13,800 13,249
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1.6 22.0 24.7
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※評価：第一次総合計画基本構想の達成度見込。まちづくりの目標値が、前期基本計画と後期基本計画共通の指標は通期で算定。
　　　　◎…達成率が100％以上
　　　　○…達成率が50％以上100％未満
　　　　△…達成率が20％以上50％未満
　　　　×…達成率が20％未満
　　　　－…計測不能

◎ 〇 △ ×

8 8 3 0

(4) 子どもからお年寄りまで安全・安心・元気に暮らせる社会づくり

項目数　計：19

⑤防災意識の向
上

○自主防災組織の組織化・活動支援
○総合防災訓練
○普通救命講習・防火防災講習等の
開催

【まちづくりの目標値】
○自主防災組織に参加している世帯の割合

○

55平成17年10月施行の十日町市自主防災組
織補助金などの自主防災組織への積極的な
支援の実施により、自主防災組織の組織率
は大幅に向上した。平成27年度の組織率
98.8％は県内でも高い水準であり、目標値
には届かなかったが、大きな成果が得られ
たと考えている。

平成19年～22年の実績は、年平均1218人、
平成23年～27年の実績は、年平均1675人で
あり直近の５年間で大きく改善が図られ
た。理由としては、54平成24年に国が進め
る「応急手当短時間講習普及促進研究事
業」に当消防本部が参加し、受講しやすい
90分コースの設定、応急手当普及員の養成
促進及び資機材の保有拡大を行った結果、
増加となった。

　毎年のように自然災害による被害が全国
各地で発生していることに伴い、市民一人
一人の防火防災に対する意識が向上してい
るとともに、54自主防災組織との連携、協
力により、微増ではあるが受講者は増えて
きている。

○

【まちづくりの目標値】
○住宅防火防災講習の受講率と受講者数

○

基本目標名 評価区分

　新潟県中越大震災による被災者の
生活再建を支援し、被災地における
生活・生産基盤の速やかな復旧を実
施することにより、市民生活の早期
の安定を図るとともに、復興を進め
て震災の前にも増して活力にあふれ
たまちづくりを推進します。
　一方、多様化する災害に対応でき
る消防体制の整備を進め、施設や人
員などの一層の充実に努めるととも
に、地域に密着した消防団組織につ
いては、さらなる活性化を目指しま
す。
　また、災害防止事業を積極的に推
進するとともに、市民の自主防災組
織の育成を積極的に進め、市民の防
災意識の向上と、行政と一体となっ
た防災体制を構築します。

現在、広域管内で約270人の応急手
当普及員が活動している。この数
を維持することで、受講者数及び
受講率の目標達成を図る。そのた
めには、普及員養成講習を年3回開
催、指導員養成講習を年1回開催、
資格更新コースの内容充実、応急
手当普及啓発連絡会総会の内容を
充実させ魅力ある連絡会とする、
老朽化した資機材を順次更新する
など、５つの対策を練っていく。
防火防災講習については、今後も
イベント等を活用し住宅防火防災
の啓発活動を実施する。各地域の
消防団・自主防災組織と協力し講
習会を開催することで受講者を増
加させていく。
また、自主防災組織が未組織の行
政区においては、在住者の高齢化
や新興住宅地などで既存の町内会
組織等が未成熟であることなどが
組織化できない要因であると考え
られるため、市政事務嘱託員など
へ個別相談などを行い、組織化を
促していく。あわせて、訓練への
協力、講演会の実施などを通じ
て、組織力の向上を図り、防災意
識の向上に努める。
（基本方針３－政策1）

【まちづくりの目標値】
○普通救命講習の受講率と受講者数



基本目標

政　　策 担当課 観光交流課、産業政策課

キーワード 評価 総括的な成果・検証 今後の取り組み

56、57

H17（人） 目標値 H27

56 262,000 500,000 466,178

1
8

56

H17（人） 目標値 H27

56 4,000 10,000 6,622

※評価：第一次総合計画基本構想の達成度見込。まちづくりの目標値が、前期基本計画と後期基本計画共通の指標は通期で算定。
　　　　◎…達成率が100％以上
　　　　○…達成率が50％以上100％未満
　　　　△…達成率が20％以上50％未満 　
　　　　×…達成率が20％未満
　　　　－…計測不能

○

千客万来事業として、大地の芸術祭開催年
に、来場者に対して地元の食べ物を振る舞
うなどの56おもてなしの活動をしている地
域の団体に支援をしてきた。その結果、来
場者の休憩所や地域の住民と交流の場とし
て、好評を得た。また、57観光客の動線の
拠点となる十日町駅に総合観光案内所を移
したことで、市内観光各所へのスムーズな
案内できるようになった。

大地の芸術祭開催時には、来場者
が休みを取りながら地域住民との
交流の場、おもてなしの場となる
よう、地域の団体に対して支援し
ていく。また、引き続き十日町駅
から市内各所へスムーズな観光案
内ができるような体制作りを強化
していく。
（基本方針２－政策１）

③体験交流

①「もてなしの
心」の醸成

○千客万来事業の実施（大地の芸術祭開催年）
○総合観光案内所の設置（十日町駅）

④国際交流・都
市間交流

○各地域交流事業
　（世田谷区・葛飾区・和光市・早稲田
大学等）

○フレンドシップ優待事業
○とおかまちプロモーション大使
○国際交流（コモ市、中国等）

　交流活動を推進するため、「もて
なしの心」の醸成、地域の宝である
祭りやイベントの充実や新たな掘り
起こしを図ります。
　さらに、交流人口を増やして地域
の活性化につなげるため、本市が有
する雪国文化、緑豊かな自然環境、
基幹産業である農業・きもの産業を
活かした体験交流や、雪まつり・大
地の芸術祭などをはじめとした交流
イベントの充実を図ります。
　また、これまで取り組んできた国
際交流をはじめ、都市部や他地域と
の交流、学生などとの交流活動も積
極的に推進します。

○地域おもてなし事業助成（大地の
芸術祭）

○十日町市観光協会助成事業

②祭りやイベン
トの充実

【まちづくりの目標値】
○イベント・祭りの入込客数（冬ｲﾍﾞﾝﾄ、きものまつ
りなど）
　※大地の芸術祭を除く ○

既存の事業の充実、各地域毎に地域性を生
かしたイベントの実施を行った。中でも56
Ｈ26年から実施した雪花火については、市
外、県外からの誘客も多く、新たな十日町
市のイベントとして定着した。今回入れ込
み客数としては、達成に至らなかったが、
要因としては屋外イベントの天候によると
思われる。各年度別で見ると目標を達成し
ている年もあり、一定の成果があったと考
えられる。

新たな十日町のイベントとして定
着した雪花火のように新規事業実
施や清津ピクニックコンサート事
業のように既存の事業の見直しを
行い、市内外からの来訪者が増え
るような仕掛け作りを行ってい
く。また、今後も豊かな自然環境
を活かしたアウトドア関連イベン
トの更なる推進を図り、集客増に
取り組む。
（基本方針２－政策１）

○越後田舎体験推進事業
○信濃川ラフティング開始
○新潟十日町農業体験無料バス運行

【まちづくりの目標値】
○越後田舎体験の入込客数

△

入込客数における目標値の達成に届かな
かった理由として、田舎体験開始時に比べ
て、受入先の高齢化や、それに伴う廃業等
が増えており、受入態勢が伴わなくなった
点が挙げられる。
また、都市間交流において、きものの着付
け体験や56小中学校給食のコシヒカリの提
供など衣食住のあらゆる面で文化交流を行
うことが出来た。国際交流については、長
く交流の続くイタリア・コモ市や中国・江
陰市など、様々な文化における交流をもつ
ことができた。

都市部の学校への営業を強化し、
越後田舎体験プログラムの交流人
口増加を図る。また、雪国体験や
農業体験などのプログラムの推進
をする。受入先の新たな開拓を行
い、高齢化による受入先の減少を
食い止める対策を練っていく。
国際交流においては、Ｈ28年に40
周年を迎えるイタリア・コモ市と
の交流など、今後も継続してい
く。また、都市間交流については
フレンドシップ誘客促進事業も継
続して行い、市外からの来訪者を
増やし、交流を図っていく。
（基本方針２ー政策１）

○各地域イベント事業（十日町雪ま
つり、節黒城山開きまつり、雪原カーニ
バルなかさと、越後まつだい冬の陣、む
こ投げ・すみ塗り等）

○越後妻有雪花火事業
○清津ピクニックコンサート事業

(5) 人・自然・産業とふれあえる、もてなしの心で迎える体験交流づくり

①　にぎわいを生み出す交流活動の推進

第一次総合計画
基本構想

主な事業 取り組みの成果



基本目標

政　　策 担当課 観光交流課

キーワード 評価 総括的な成果・検証 今後の取り組み

H17（人） 目標値 H27

58 262,000 500,000 510,690

H17（人） 目標値 H27

147,000 300,000 376,027

H17（人） 目標値 H27

58 212,000 300,000 199,172

H17（人） 目標値 H27

48,000 50,000 45,050

1
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H17（人） 目標値 H27

58 678,000 1,200,000 936,755

H17（人） 目標値 H27

59 283,000 300,000 243,238

※評価：第一次総合計画基本構想の達成度見込。まちづくりの目標値が、前期基本計画と後期基本計画共通の指標は通期で算定。
　　　　◎…達成率が100％以上
　　　　○…達成率が50％以上100％未満
　　　　△…達成率が20％以上50％未満 　
　　　　×…達成率が20％未満
　　　　－…計測不能

◎ 〇 △ ×

2 4 2 1

基本目標名 評価区分

スキー場の入込客数の増加に向
け、スキーだけでなくスノーモー
ビルやスノーシューなど、新しい
冬のスポーツを通じた誘客を考え
ていく。
ツールド妻有のように、十日町市
自然を活かしたイベントや観光ツ
アーと温泉地をタイアップさせ
て、誘客促進を図っていく。
（基本方針２ー政策１）

コスモスまつり等、更なるイベン
トの充実を図ることで、観光需要
の増加しているインバウンドによ
る外国人観光客の取り込みを行っ
ていく。また、雪国観光圏や周辺
市町村との連携を進めることで、
広域滞在型観光の拠点を目指す。
（基本方針２ー政策１）

2020年の東京五輪開催に向けて、
大地の芸術祭のブランド化を更に
進め、関連商品の開発等も進め
る。また、魅力的なプログラム造
成により、入込客数の増加を図
る。
また、一般にまだあまり知られて
いない名所や景勝地の掘り起しを
行うことで、誘客数の増加につな
げていく。また、各国の現地に出
向き、インバウンド観光の需要を
的確に把握していく中で、増加し
ている外国人観光客への訴求を
図っていく。
（基本方針２ー政策１）

【まちづくりの目標値】
○名所・景勝地の入込客数

△

取り組みの成果

　観光産業を振興するため、民間と
行政が連携・協力し、雪国文化、豊
かな自然環境や里山の原風景、基幹
産業である農業・きもの産業、歴史
資源、温泉など既存の観光資源の魅
力向上やネットワーク化、新たな観
光資源の掘り起こしなどを促進しま
す。
　また、当間高原リゾートや滞在型
保養地などの振興を図るため、地域
の観光資源や既存施設との連携強化
を推進します。

①観光資源の魅
力向上、ネット
ワーク化

○大地の芸術祭（第3,4,5,6回）
　※「Roooots（名産品ﾘﾃﾞｻﾞｲﾝﾌﾟﾛ
ｼﾞｪｸﾄ）」　商品が各種デザイン賞受
賞

【まちづくりの目標値（後期基本計画）】
○大地の芸術祭の入込客数

(5) 人・自然・産業とふれあえる、もてなしの心で迎える体験交流づくり

項目数　計：９

スキー場の入込客数は、屋外イベント同様
に降雪状況など気象条件に左右される。昔
に比べて、スキー人口は減少している中
で、58ファミリー層の取り込みを狙い、各
スキー場が誘客のために広報等の努力を
行っている。
また、58温泉地の入込客数については大地
の芸術祭開催年には、市内への観光客の増
加とともに、温泉の利用者も増加する傾向
にある。高齢化と人口減により、日常的に
利用している市民の絶対数が減少している
ため、相対的に市内の利用者は減少してい
る。

【まちづくりの目標値】
○温泉地の入込客数

○

③リゾート等の
振興

○あてまフォーラム活動支援
　（コスモスまつり、ベルナティオ夏ま

つり）

○当間高原リゾート振興協議会活動
支援

【まちづくりの目標値】
○当間高原リゾートの入込客数

○

震災等の災害の影響により、宿泊者の減少
が一時期は続いた。ファミリー層の取り込
みなど、企業努力により入込客数は回復し
てきている。また、59クロアチアをはじめ
Ｊリーグやなでしこリーグなど、サッカー
チームの合宿誘致やゴルフ・カヌー体験等
の自然プログラム等の充実も回復の要因と
考えられる。

大地の芸術祭も広く浸透してきており、入
込客数は、第６回展において５０万人を初
めて超えるなど着実に増加している。交流
人口の増加に大きな成果を挙げており、越
後妻有の里山情報発信につながっていると
言える。また、58海外からの来訪者も前回
に比較して1.1ポイント増となり、海外メ
ディアを通した招聘等の成果が表れたとい
える。

58雪国観光圏と連携し、観光誘客のPRを実
施してきたが、目標値の達成には及ばな
かった。インバウンド観光に対する対応が
まだまだ不十分であったことが課題として
挙げられる。

○各地域観光施設整備事業
　（越後妻有里山現代美術館、節黒城跡
展望台、
　　清津峡駐車場、雲海、松之山温泉ス

キー場等）

○雪国観光圏推進事業
○海外からの観光誘客

【まちづくりの目標値】
○交流拠点の入込客数（ｷﾅｰﾚ、ｸﾛｽﾃﾝ、農舞台など）

◎

◎

②観光資源の掘
り起し

○奥信越ロマンレールプロジェクト
　（飯山線・ほくほく線の観光誘
客）
○飯山線ＳＬ運行
○ツールド妻有（サイクリングイベ
ント）
○信越トレイル遊歩道等整備
○真夏の雪まつり

【まちづくりの目標値】
○スキー場の入込客数

×

(5) 人・自然・産業とふれあえる、もてなしの心で迎える体験交流づくり

②　地域特性を活かした観光・リゾートの振興

第一次総合計画
基本構想

主な事業



基本目標

政　　策 担当課 企画政策課

キーワード 評価 総括的な成果・検証 今後の取り組み

①市民のまちづ
くり活動の促進

H17（団体） 目標値 H27

60、63 20 25 29

H17（回） 目標値 H27

2
0 62 470,000 600,000 875,018

H17（％） 目標値 H27

61 23.9 35.0 23.1

※評価：第一次総合計画基本構想の達成度見込。まちづくりの目標値が、前期基本計画と後期基本計画共通の指標は通期で算定。
　　　　◎…達成率が100％以上
　　　　○…達成率が50％以上100％未満
　　　　△…達成率が20％以上50％未満 　
　　　　×…達成率が20％未満
　　　　－…計測不能

【まちづくりの目標値（後期基本計画）】
○審議会等委員への女性登用率

△

61平成20年3月に「十日町市男女共同参画基
本計画（とおかまち男女共同参画推進プラ
ン）」を策定し、審議会の女性登用率の促
進に取り組んだ。また、平成25年３月に策
定した61「第２次十日町市男女共同参画基
本計画（計画期間平成25～29年度）」にお
いても、登用率35％を目標値として設定
し、引き続き取り組んでいる。
　しかし、充て職による登用等がされる場
合、母体となる団体からの推薦が男性委員
となる事例が多く、登用率が伸び悩む原因
となったほか、適当な女性が見つからな
い、委員就任の打診を断られる等の事例も
多く、課題が多かった。

これまで同様、十日町市男女共同
参画推進計画に基づき、総務部長
名での登用促進の依頼、改選に合
わせて女性の登用を増やすよう働
きかけを行うほか、目標設定に基
づいて各審議会等の登用目標を設
定し、設定値に近づくように改選
時に登用率を上げてもらうととも
に、地域や企業での人材育成や委
員登用を促進することで、委員と
なり得る人材を増やす働きかけを
行っていく。
（基本方針１ー政策４）

◎

60平成22年度に新潟県よりNPO法人認証事務
の権限移譲を受けた後、年１～３件のペー
スで新規ＮＰＯ法人を認証し、市民の多様
な活動を支援してきた。その結果、平成27
年度末時点で、29団体が活動している。

NPO法人は協働のまちづくりの担い
手として重要であり、中間支援組
織「NPO法人市民活動ネットワーク
ひとサポ」と連携してサポートし
ていく。H28年度にオープンしたま
ちなかステージについて、NPO法人
の活動の場・発表の場として積極
的な活用を促進する。また、NPO活
動支援交付金制度による経済基盤
への支援も継続する。
（基本方針３ー政策１）

②地域公共の担
い手の育成・支
援・ネットワー
ク化

③行政・地域情
報の公開と発信

○広報活動
　（市報・市議会だより・ホームページ
再構築等）

○広聴活動
　（市長とふれあいトーク・サタデー市
長室・
　　市長への便り等）

○情報公開、個人情報の開示

【まちづくりの目標値（後期基本計画）】
○ホームページの年間アクセス数

◎

市の魅力を余すことなく伝え、かつ訪問者
のほしい情報が網羅されるコンテンツとな
るよう、職員研修や監視・点検を実施し、
ソフト面での工夫（見せ方など）を行っ
た。62平成27年度にはシステム（ＣＭＳ）
の全面リニューアルを行い、ハード面の強
化も行った。

旬のキーワードを入れて、検索さ
れやすいページにするなど、運用
での工夫を行う。また、老若男女
幅広い世代に親しまれるようなデ
ザインなどのアップデートを行
う。これらによりさらに充実した
情報発信媒体とし、更なるアクセ
ス数（セッション数）の増加を目
指す。
（基本方針２－政策１）

　市民の自主的なまちづくり活動を
促進するため、まちづくりに対する
市民の参加意識の啓発を図り、新し
いまちづくりに係わるリーダーの発
掘・育成に努めます。特に女性の果
たす役割は年々増加傾向にあること
から、男性も女性も共に参画し、共
に責任を担う男女共同参画社会の形
成を目指します。
　地域においては、地域協議会と行
政が連携し、自治会、コミュニ
ティ、ボランティア、ＮＰＯなどの
地域公共の担い手の育成・支援・
ネットワーク化に取り組むととも
に、これら地域づくりの担い手との
協働により、地域特性を活かした魅
力ある地域づくりを進めます。
　また、高速情報通信網の整備を行
い、積極的に行政や地域情報の公
開・発信により共有化を促進し、市
民がまちづくりに主体的に参加で
き、かつ各種団体が活動しやすい環
境づくりを進めます。

○十日町市まちづくり基本条例施行
○協働のまちづくり事業
○地域自治組織設立支援
○地域自治推進事業交付金
　（基礎・自治推進・パワーアッ
プ）
○ＮＰＯ活動支援事業
○市民活動ネットワークひとサポ活
動支援

【まちづくりの目標値（後期基本計画）】
○認証ＮＰＯ数

④男女共同参画
社会の実現

○男女共同参画推進助成事業
　（セミナー・講演会等）
○とおかまち男女共同参画推進プラ
ン

(6) 基本構想の実現に向けて

①　市民の参画
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主な事業 取り組みの成果



基本目標

政　　策 担当課 総務課、企画政策課、財政課

キーワード 評価 総括的な成果・検証 今後の取り組み

①行政組織・機
構の見直し

H17（人） 目標値 H27

749 500 512

64

H21（％） 目標値 H27

2
1 93.5 90.0 92.8

H21(％)人件費 目標値 H27

21.1 20.0 16.6

H21（％） 目標値 H27

16.5 16.0 12.7

H21（％） 目標値 H27

65 94.8 95.5 96.5

◎ 〇 △ ×

6 1 2 0

◎ 〇 △ ×

37 30 16 5

(１) 　～　(６)　の全て

項目数　合計：８８

基本目標名 評価区分

(6) 基本構想の実現に向けて

項目数　計：９

基本目標名 評価区分

△

経常収支比率は、目標値には届かなかった
ものの、H21に比べ0.7%減少している。ま
た、経常的な人件費は、計画的な組織の再
編・見直しによる職員の削減を図ったこと
で、H21比で692,609千円削減することがで
きた。一方で、人件費以外の経常一財が増
えたことにより、思うように経常収支比率
が減少せず、目標値には届かなかった。ま
た、65実質公債費率に関しては、交付税措
置率の高い優良債の積極的な活用等によ
り、大幅に目標値を超えることができた。
・早期に滞納者との接触を図り生活状況の
把握に努めた。
・一括納付が無理な場合は滞納者に完納計
画の作成とその実行を求めた。また、納税
意識のない滞納者には、善良な納税者との
公平性を保つうえから、滞納者の財産を調
査し、差押等の滞納処分を行った。
・平成24年度から毎年1回以上の公売を行う
とともに、その内容を市報・ホームページ
に掲載することで納税意識の高揚を図っ
た。
　以上の取り組みの結果、655年連続で収納
率が95％を超えた。

普通交付税一本算定化、公債費増
加、新規大型施設建設による維持
管理経費の増加、職員削減が落ち
着くなどマイナス要因が多いが、
引き続き経常経費の抑制に努め、
地方交付税縮減へ対応できるよう
財政規模の適正化を図る。
引き続き、交付税措置率の高い優
良債を活用するとともに、地方債
発行額をできる限り抑制し、計画
的な繰り上げ償還の実施等により
市債残高を圧縮することで、将来
世代への負担軽減を図る。
また、市税徴収率の更なる上昇に
向け、早期に滞納者との接触を図
り、納税相談等を行い完納に向け
た計画を滞納者に作成と実行を求
める。善良な納税者との公平性を
保つため毅然たる態度で滞納者と
接し、滞納者の生活や財産の状況
を調査し、その結果を踏まえた適
切な措置を講ずる。
（基本方針４－政策２）

◎

【まちづくりの目標値（後期基本計画）】
○実質公債費比率

◎

【まちづくりの目標値（後期基本計画）】
○市税徴収率（過年度分含む）

◎

○

平成23年6月に第2次定員適正化計画を策定
し、早期に定員適正化を図るため、64勧奨
退職制度の活用、民間活力の導入・活用、
新たな課題に対応するために組織機構の見
直しの推進などにより、職員500人体制をほ
ぼ達成することができた。

職員500人体制はほぼ実現したた
め、今後は引き続き、より効率的
な行政運営と市民サービスの向上
を目指して、職員の研修、目標管
理制度の実施などにより、職員の
人材育成に努める。
　また、一定の成果を上げること
が出来た知恵出し会議について
は、今後は検証作業を行い、事業
の見直しをすることで、より効果
的な事業展開を行っていく。
（基本方針４－政策２）

②行財政改革

○第二次行政改革大綱・重点改革プ
ラン
○第二次定員適正化計画
○公立保育所の民営化
○学校給食のセンター化
○上下水道料金業務等の民間委託

③行政能力の向
上

○国・県機関との人事交流
○各種職員研修
○係長昇任試験
○職員知恵出し会議

○国へH23～26年度2名ずつ派遣、県へ毎年度1名派遣
○階層別・専門研修及び当市独自研修受講者
H23:16.8％、H24：108.6％、H25：75.3％、
H26:58.3％、H27：56.5％
○係長昇任試験合格者数29人（H24～27）
○職員知恵出し会議における事業採択　18件（H22～
26）

◎

64国や県の派遣、研修を受講することに
より、職員の専門的知識や幅広い見識を
養い、行政職員として資質の向上を図る
ことができた。
また、係長昇任試験を実施し、意欲と能
力の実証による人事を行うことで組織に
刺激と活力を与えることができた。また
知恵出し会議については５年間で多くの
事業の提案が行われ、主に若年層の職員
の能力を発揮・向上させる場となった。

第一次総合計画
基本構想

主な事業 取り組みの成果

　効率的・効果的で質の高い行政
サービスを供給していくため、行政
と市民の役割分担を明確にしたうえ
で、行政組織・機構の見直しや財政
運営の安定化、行政評価の導入によ
る事務・事業の見直しなど行財政改
革を推進します。
　また、地方分権時代にふさわしい
自立した自治体を創るため行政能力
を高め、自己決定・自己責任の観点
にたって行政運営を進めます。

○部制の導入
○支所組織の再編
○本庁機関の支所移転

（教育委員会、農業委員会） 64
【まちづくりの目標値（後期基本計画）】
○職員数

④財政運営の安
定化

○とおかまち応援寄附金
○市債の繰上償還・借換
○合併特例債による地域振興基金積
立
○公共施設等総合管理計画策定

【まちづくりの目標値（後期基本計画）】
○経常収支比率
○経常収支比率（うち人件費に係る率）

(6) 基本構想の実現に向けて

②　行財政の効率化・自立化


